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    まえがき  
 

医療従事者向けの認知症対応⼒向上研修は、平成 18 年にかかりつけ医認知症対応⼒向上
研修がスタートして以降、受講対象の職種等を拡⼤しながら、認知症の⼈や家族を⽀える
ために必要な認知症に関する基本的な知識や対応⼒等を習得する研修として、認知症施策
推進⼤綱（令和元年６⽉）の位置付けのもと全国で展開されているところです。 

そのうち、平成 28 年度からスタートした看護職員認知症対応⼒向上研修は、「必要な基
本知識や実践的な対応⼒を習得するとともに、医療機関内等における認知症ケアの適切な
実施とマネジメント体制の構築」を⽬的に、「指導的役割にある看護職員」を対象として、
合計 18 時間のカリキュラムにて各都道府県・指定都市において実施されています。 

本年度の事業では、上記の実施以来、カリキュラムや研修教材の改訂が⾏われていなか
った現状に鑑み、新しい医学情報や施策動向の追加などの必要な⾒直しを⾏うとともに、
他の認知症対応⼒向上研修と異なる研修⽬的・受講対象・研修時間等である点にも着⽬し、
同研修の今⽇的な意義や役割、研修を取り巻く環境に⽴ち返った検討を⾏いました。また、
併せて、これまでの都道府県・指定都市における研修実施の実態や意⾒より、内容⾯・運営
⾯の課題を把握し、同研修に求められる内容の充実と受講・運営の効率化（負担軽減）の両
⾯において教材の体系的な整理や⼀部動画教材化などの⼯夫を含めた検討を⾏い、⼀定の
改訂を⾏うことができたと考えています。 

もっとも、新しいカリキュラム・教材の改訂・提供はゴールではなく、都道府県・指定都
市において着実に展開され、多くの修了者によって、医療機関内・地域に研修内容が還元さ
れることで、認知症対応⼒向上研修本来の⽬的が果たされることが重要であることに変わ
りはありません。今回のカリキュラム・教材の改訂がその内容的な充実の⼀助になれば幸
いです。 

最後に、事業において実施した研修実施状況等に関する情報収集にご協⼒を頂きました
都道府県・指定都市のご担当者様に改めてお礼申し上げます。 
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Ⅰ 事業概要                                                                        

  1. 事業名 

認知症対応⼒向上研修（看護職員認知症対応⼒向上研修事業）のカリキュラム及び実施⽅法に

関する調査研究事業 

 

  2. 事業目的 

認知症地域医療⽀援事業実施要綱に定められる認知症対応⼒向上研修のうち、「看護職員認知症

対応⼒向上研修」は、⼊院から退院までのプロセスに沿った必要な基本知識や個々の認知症の特徴等に

対する実践的な対応⼒を習得し、同じ医療機関等の看護職員等に伝達することで、医療機関内等での

認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制の構築を⽬的として、指導的役割にある看護職員を対象に、

平成 28 年度より各都道府県・指定都市において実施されている。  

同研修は、他の認知症対応⼒向上研修が⼀定の認知症対応⼒を有する医療専⾨職のすそ野を広げ

ることを⽬的とする導⼊的な研修である点と異なり、より実践的な知識・技術の習得に加え、院内のマネジ

メントや院内外における連携などを含む計 1,080 時間の標準カリキュラムとなっており、診療報酬「認知症ケ

ア加算２・３」の基準に含まれる研修でもある。 

認知症施策推進⼤綱では、医療従事者等の認知症対応⼒向上研修について「医学の進歩や医療・

介護提供体制の変化に対応するため適宜、必要な⾒直しを⾏う」とされているほか、「認知症の⼈の⽇常

⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援ガイドラインにかかる研修プログラムの導⼊率 100％」が掲げられてい

る。直近の事業では、かかりつけ医、⻭科医師、薬剤師、病院勤務の医療従事者向けの各認知症対応

⼒向上研修について、カリキュラムおよび研修教材の⾒直しが順次⾏われてきたが、看護職員研修は創設

以降改訂が⾏われておらず、⼤綱の要請も踏まえた研修内容のアップデートや必要な⾒直しを⾏う必要性

が⾼い。本事業では、同研修の実施状況や内容等に関する意⾒、また、診療報酬との関係等も⼗分踏ま

えて、①カリキュラムの⾒直しの検討、②研修教材の充実・修正等の改訂、③改訂教材等について都道府

県・指定都市で活⽤が図られるよう関係機関への周知、の３点を⽬的とする。 

 

  3. 事業実施期間 

    令和４年６⽉６⽇（内⽰⽇）から 令和５年３⽉ 31 ⽇ まで 

 

  4. 事業内容等 

    4-1 事業内容 

上記の事業⽬的のため、まずは、現⾏のカリキュラムについて具体的な内容や研修時間等の仕様につ

いて、また、過去の事業で実施された講師・委託機関等へのヒアリング調査の内容を確認し、カリキュラム
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⾒直し・教材改訂の⽅向性を共有する。その上で、同研修がより効果的に実施・展開されるよう、受講

対象とする指導的役割の看護職員が今⽇的に期待される役割に⽴ち返った「ねらいと到達⽬標」の⾒

直し、および、それに対応する具体的な教材改訂を⾏う。 

 

具体的な事業内容は以下の通りとする。 

①委員会および作業部会の設置 
研修創設・教材開発当時に協⼒を得た医師・看護師の他、⽇本看護協会・全⽇本病院協会等

の関係機関からの推薦委員、学識者等から構成される委員会を設置する。また、具体的な教材改

訂作業は、他の認知症対応⼒向上研修の直近の改訂内容・教材を効果的に活⽤する観点から、そ

の改訂を担当した委員や研修の企画⽴案、ないし、講師・ファシリテーターの経験のある認知症看護

認定看護師等で構成する作業部会によって集中的に作業を進める。 

（委員会） 

○都道府県・指定都市における研修実施状況・課題の把握 

○研修の位置付け・受講対象を含むカリキュラムの⾒直し検討 

○教材改訂⽅針・コンセプトの検討 

（作業部会） 

○カリキュラム⾒直し⽅針に沿った教材改訂の検討 

○講義スライド・演習⽤資材を中⼼とした教材改訂作業 

○改訂カリキュラム・教材説明会の対応 

なお、教材改訂において必ず盛り込むこととされる「意思決定⽀援に関するかかるプログラム」について

は、直近の⽼健事業において作成された意思決定⽀援ガイドラインに関する資材や情報を教材改訂

作業に反映させていく。 

②講師等向けの改訂教材説明会（または説明動画作成） 
⾒直し・改訂を⾏ったカリキュラムおよび研修教材について、都道府県・指定都市の⾃治体担当者

および講師として想定される認知症看護認定看護師等を対象に、改訂趣旨・内容についての情報提

供を⾏う（説明会の開催、または、状況に応じて動画作成・配布）。 

③成果物（教材等）の周知 
改訂した研修教材（講義テキスト、スライド等）を都道府県・指定都市に提供する際には、委員

会・作業部会委員等から収集した研修の企画・⽴案、運営等にかかる実践例や⼯夫等の情報も加

え、より効果的な研修の展開に資する内容を整理して周知を⾏うことを⽬指す。 
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    4-2 委員会体制および開催状況 

［委員会］                                                （○は委員⻑、50 ⾳順） 

1 ⼩川 朝⽣ 国⽴がん研究センター 先端医療開発センター 分野⻑ 

2 ⼩川 聡⼦ 公益社団法⼈ 全⽇本病院協会 理事 

3 鈴⽊ みずえ 浜松医科⼤学臨床看護学講座 教授 

4 髙⼭ 陽⼦ 公益社団法⼈⽇本看護協会 看護研修学校 
認定看護師教育課程認知症看護学科 主任教員 

5 〇鷲⾒ 幸彦 認知症介護研究・研修⼤府センター 
国⽴⻑寿医療研究センター 

センター⻑ 
理事⻑特任補佐 

［作業部会］                                                （●は座⻑、50 ⾳順） 

1 佐藤  典⼦ 順天堂東京江東⾼齢者医療センター 看護教育課⻑ 

2 ●鈴⽊  みずえ 浜松医科⼤学臨床看護学講座 教授 

3 諏訪免 典⼦ 東都⼤学 沼津ヒューマンケア学部看護学科 講師 

4 髙梨  敬⼦ 国保直営総合病院 君津中央病院 主任看護師 

5 ⽵内  さやか 国⽴⻑寿医療研究センター もの忘れセンター 副看護師⻑ 

6 ⽥中  久美   筑波メディカルセンター病院 副院⻑兼看護部⻑ 

7 深澤   隆 ⼀般社団法⼈ ⼋⼾市医師会 
医療法⼈財団⻘仁会 ⻘南病院 

理事 
病院⻑ 

 
〈オブザーバー〉   厚⽣労働省⽼健局認知症施策・地域介護推進課 

〈実施主体〉    合同会社 HAM ⼈・社会研究所 

 

［会議］                                             

      第1回 委員会 

⽇時     令和４年９⽉６⽇（⽕） 

議事     1  令和４年度事業概要（計画案）について 

2  カリキュラム⾒直しの⽅向性について 

3  ご意⾒交換 
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        第1回 作業部会 

⽇時     令和４年９⽉28⽇（⽔） 

議事     1  第１回委員会の振り返りと作業部会の⼯程表案 

2  標準カリキュラム⾒直し 

3  作業分担案 

        第２回 作業部会 

⽇時     令和４年11⽉２⽇（⽔） 

議事     1  標準カリキュラム改訂案について 

2  作業分担案および今後の進め⽅について 

     （書面委員会 ： 個別説明） 

⽇時     令和４年12⽉中旬（各委員への個別説明） 

議事     1  標準カリキュラム改訂案について 

2  教材改訂作業へのご意⾒ 

        第３回 作業部会 

⽇時     令和５年１⽉17⽇（⽕） 

議事     1  標準カリキュラム改訂案（第２版）について 

2  教材（講義スライド）素案について 

   ⑴ 各委員からの担当部分の説明と質疑 

   ⑵ 全体の⽅針・流れの確認等 

3  改訂説明動画等の収録について 

        第４回 作業部会 

⽇時     令和５年２⽉22⽇（⽔） 

議事     1  教材（講義スライド）（第３版）について 

   ⑴ 第３版の確認（全体概観と各編の状況） 

   ⑵ 講義スライド解説⽂（ノート）作成にかかる説明 

2  今後のスケジュール等について 

   ⑴ 委員会委員からのご意⾒（２⽉中旬事前提供） 

   ⑵ カリキュラム・教材改訂の説明動画収録 
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      第2回 委員会 

⽇時     令和５年３⽉６⽇（⽉） 

議事     1  カリキュラム改訂案と改訂教材について 

2  研修実施⽅法にかかる対応について 

3  ご意⾒交換 

 

 

4-3 事業スケジュール 

委員会・作業部会および情報収集・カリキュラム改訂検討・教材改訂作業、動画収録等の事業は、

概ね以下のスケジュールで進⾏した。 

図表  事業スケジュール（交付申請書⾯を内容更新） 

 令和４年４⽉ ５⽉ ６⽉ ７⽉ ８⽉ ９⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                       （内⽰・委員委嘱）                       第１回委員会 
                                                                                      ◉ 
                                                                                      第１回作業部会
                                                                                                 ▲ 
                                                                     都道府県情報収集     
 

 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 令和５年１⽉ ２⽉ ３⽉ 

事
業
実
施
内
容 

                                 書⾯報告（委員会）                              第２回委員会  
                                       ◉                                           ◉ 
          第２回作業部会                         第３回作業部会       第４回作業部会 
                 ▲                                        ▲                    ▲ 
 
            カリキュラム改訂案検討               追加修正                
                                                               
                                教材改訂作業（分担作業・事務局整理）          改訂説明動画収録 
                                                                                       ○ 
                                                                             「知識編」講義収録 
                                                                                         ○ 
                                                                                       報告書作成・配布 
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Ⅱ 看護職員認知症対応力向上研修カリキュラム改訂                                     

1. 都道府県・指定都市からの情報収集整理 

1-1  実施概要 

⑴⽬的 

看護職員認知症対応⼒向上研修のカリキュラム⾒直し及び研修教材（講義スライド等）の改訂にあ

たって、医学的な情報や施策にかかる内容更新の他、都道府県・指定都市における研修実施の実態や

⾃治体・講師等からの意⾒・課題を踏まえることが重要である。それらの情報・状況を把握することを⽬的

に情報収集兼アンケート調査を実施した。 

⑵対象 

     都道府県・指定都市  67 ⾃治体 

⑶実施⽅法 

     MS エクセル記⼊シートをメール添付にて配信（メール回答） 

⑷実施期間 

     令和４年８⽉３⽇〜同８⽉ 24 ⽇ 回答期⽇ 

⑸主な設問項⽬ 

  【運営実施に関する項⽬】 （主に⾃治体からの回答を想定） 

    １ 実施状況（令和元年度〜３年度） 

       ㋑研修実施回数 

       ㋺募集定員 

       ㋩修了者数（病院種類・職位別⼈数） 

       ㋥実施形態 

    ２ 運営主体 

       ㋑直営／委託（委託先） 

    ３ 募集状況（受講対象） 

       ㋑募集の職位（範囲） 

       ㋺受講者の職位 

       ㋩募集・受講における柔軟な取り扱い（指導者的役割の範囲） 

    ４ 研修実施にあたっての意⾒・課題 

    ５ カリキュラム⾒直しに向けた意⾒ 
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  【研修内容に関する項⽬】 （主に委託先・講師等からの回答を想定） 

    １ 研修⽇程について （㋑⽇数・時間数、㋺時間配分） 

    ２ カリキュラムについて （アレンジや⼯夫について） 

       【形式⾯】  ㋑研修時間数、㋺時間配分、㋩講義順 

       【内容⾯】  ㋥講義内容、㋭教材（スライド） 

       ㋬標準カリキュラムの内容の課題・意⾒ 

    ３ 講師・ファシリテーターについて 

       カリキュラムごとの ⼈数、職種 

⑹回答状況 

    57 ⾃治体 （85.1%） 

    ※うち、都道府県と共同実施のため回答なしの指定都市等を除く有効回答 49 ⾃治体での整理 

 

1-2  情報整理（調査結果） 

【運営実施⾯】 

  ⑴ 実施状況 

㋑研修実施状況は、令和２年度に実施⾃治体が約８割に減じたものの、９割以上の⾃治体で看護

職員認知症対応⼒向上研修が実施されていた（令和３年度 93.9%）。 

㋺募集定員は、令和３年度は平均 75.9 ⼈で、令和２年度以降漸減傾向にあった。 

㋩修了者数は、⼀般病院の看護職員が９割以上を占め、職位内訳では、「看護師⻑・副師⻑」、「主

任・リーダー」がともに約２割、「その他（看護職他）」が約５割という状況であった。 

図表 2-1  実施状況（回答数 49） 
 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

㋑研修実施 
 （回数） 

実施  47 95.9% 39 79.6% 46 93.9% 
回数（実施⾃治体平均） 1.28  回 1.21  回 1.22  回 

中⽌  2 4.1% 10 20.4% 3 6.1% 

㋺募集定員 （平均⼈数） 101.0  ⼈ 78.5  ⼈ 75.9  ⼈ 

㋩修了者数 合計  （平均⼈数） 93.7  ⼈ 62.3  ⼈ 65.1  ⼈ 

⼀般 
病院 

看護師⻑・副師⻑ 22.7 24.9% 12.8 20.6% 15.0 22.0% 
主任・リーダー 20.8 22.8% 13.5 21.7% 13.9 20.4% 
その他（看護職他） 43.3 47.5% 33.3 53.4% 35.4 52.1% 

精神科病院 3.4 3.7% 2.0 3.2% 3.1 4.6% 
診療所 0.4 0.5% 0.3 0.5% 0.1 0.1% 
介護⽼⼈保健施設 0.4 0.5% 0.1 0.2% 0.3 0.5% 
その他 0.2 0.2% 0.2 0.4% 0.3 0.4% 
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㋥実施形態は、講義、演習とも、令和２年度から「オンライン」による実施がみられるようになり、令和３

年度には、約４割の⾃治体が「オンライン」による実施であった。 

図表 2-1（続） 実施状況（回答数 49） 
 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

㋥実施形態 
講義 

集合 47 95.9% 32 65.3% 22 44.9% 
オンライン 0 0.0% 6 12.2% 19 38.8% 
中⽌ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
その他 0 0.0% 1 2.0% 4 8.2% 

演習 

集合 47 95.9% 32 65.3% 24 49.0% 
オンライン 0 0.0% 7 14.3% 19 38.8% 
中⽌ 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 
その他 0 0.0% 0 0.0% 2 4.1% 

 

  ⑵ 運営主体 

研修の運営主体は、ほとんどの⾃治体で「委託（団体等に委託）」の形態であり、委託先としては、

「県看護協会」が約９割（「委託」に占める割合）であった。 

図表 2-2  運営主体（回答数 48） 

㋑直営・委託 
の別 

直営（⾃治体で実施）  1 2.1% 

委託（団体等に委託）  47 97.9% 

⼀部委託等  0 0.0% 

（委託の場合） 
㋺委託先 

県看護協会  42 89.4% 

認知症疾患医療センター 0 0.0% 

⼤学等教育機関  1 2.1% 

その他 4 8.5% 

 

⑶ 募集状況（受講対象）（複数回答） 

募集状況（受講対象）は、「看護師⻑」、「副看護師⻑」、「主任（リーダー）クラス」が中⼼であった

が、「看護職員⼀般」についても、㋑募集では 52.1%、㋺実際の受講では 75.0%で含まれていた。 

図表 2-3  募集状況（受講対象）（複数回答、回答数 48） 

職位別 ㋑募集の範囲 ㋺受講者の範囲 
看護師⻑ 42 87.5% 42 87.5% 

副看護師⻑ 40 83.3% 39 81.3% 

主任（リーダー）クラス 40 83.3% 43 89.6% 

看護職員⼀般 25 52.1% 36 75.0% 

その他 9 18.8% 6 12.5% 
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   ㋩募集・受講における 「指導者的役割」の取り扱い について （記述回答） 

募集や受講における職位の範囲にかかる具体的な状況としては、「今後、指導的役割を担う可能性あ

る場合」、「⾃施設において研修実施やマニュアル作成ができる」などの⼀定の要件のもとで、⼀般の看護

職員を含めて（範囲を広げて）対応する取り扱いをしている⾃治体が多かった。（記述回答から主なもの

を抜粋して掲載する） 

図表 2-4  「指導的役割」の取り扱いについて   

1 
参加施設の構成によっては、師⻑・副師⻑等の管理職ではなく、⼀般の看護職員であっても施設の
中で認知症の対応や委員会での役割を担っている者もあるため、施設の状況により役職にはこだわら
ないが、研修終了後の⾃施設において研修を実施することを必須としている。 

2 
募集条件を看護管理者または指導的役割を担いかつ同じ医療機関などの職員に対して伝達講習
が⾏える者としており、職位は問うていない。 

3 
指導的役割を担っている看護職員で、かつ⾃施設内での職員に対して伝達講習が⾏える者を対象
とし、県内の様々な実情を抱える組織の看護職員を広く受け⼊れられるように、あえて職位は明記
せずに募集している。 

4 
現在、指導的役割を担う職位に就いていなくても、今後、指導的役割を担う可能性があれば受講
を可能としている。 

5 
副看護師⻑以上の看護管理者を原則とするが、認知症ケアにおいて指導的役割の看護職員であ
れば看護管理者でなくても受講可能としている。（今後、指導的役割を担っていくような⽅にも受講
してもらいたかったから。また、看護管理者のみに絞ると受講者が少ないため。） 

6 
指導的役割を担う看護師（看護師⻑等）または、研修受講後、各医療機関等において所属職
員を対象とした伝達講習等が実施できる。 

7 
多くの⽅にご受講いただきたいので、募集は主任以上としているが、定員に満たなければ看護職⼀般
も可としている。 

8 
募集は、「指導的⽴場の看護職員（主任クラス以上）」としたが、病院の規模や今後の⼈材育成
等を考慮し、研修受講後、⾃施設での研修を実施することができる者 、及び⾃施設における認知
症対応マニュアルを作成できる者であれば受講可能とした 

9 
今後指導的役割を担う⽅にも受講いただくため、募集時の受講対象者は、「現在管理的役割の
者、または２年以内に管理的役割になる予定の者」としている。 

10 

募集は広く指導的役割を担う看護職としており職位を限定してはいない。職位が無くても指導者的
役割を担う⼈は多く、またそのような⼈はいずれ管理者としての役割を担う⼈たちである。そのような⼈
の受講は、研修の⽬的である所属医療機関内の認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制構築
に貢献できると考えている。 

11 
研修対象者は、勤続年数概ね５年以上の看護管理者⼜は指導的役割の看護職員であり、かつ
同じ医療機関等の職員に対して伝達講習が⾏える者とし、研修申込書に看護管理者または施設
管理者に推薦理由を記載してもらい受講者を決定している。 

12 
看護職員⼀般（スタッフ）の応募があった場合、経験年数を確認し、10 年未満の申込者には、施
設に問い合わせを⾏っている（指導的な役割を担うに該当するか）。ワーキングメンバーや今後役割
を担わせる予定であることを確認し、受講承認している。 
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  ⑷ 研修実施にあたっての意⾒・課題 

研修実施にあたって意⾒として、㋑研修時間数、㋺実施上の課題について、記述回答を得た。 

まず、㋑研修時間数については、現⾏の 18 時間（３⽇間）カリキュラムを「研修⽬的等に鑑みれば適

当」とするご意⾒と、「受講（派遣）や運営の観点から短縮化が望ましい」とするご意⾒がそれぞれあった。

（記述回答から主なものを抜粋して掲載する） 

図表 2-5①  ㋑研修時間数についてのご意⾒ 

1 ３⽇間の研修は内容を考えると適切ではないかと思われます。 
2 研修⽬標と研修内容を考慮すると、妥当だと考えている。 

3 

カリキュラムの到達⽬標を達成するには、内容量が多く時間数が短いため、前半などは講師からの⼀
⽅的な形での研修となってしまう。しかし、３⽇間以上の開催となると、臨床現場では勤務の調整な
どが困難となることが予測される。これ以上の⽇程で研修を組む、あるいは、研修会の時間短縮を検
討するのであれば、内容の⾒直しや、研修⽅法の⼯夫も併せて必要と考える。基本的な知識の獲
得は、動画視聴や e ラーニングを活⽤したり、指導案作成などは、基本を研修で学び、⾃施設で誰
かフォローして作成するなど、OJT の活⽤も考えられる。 

4 指導者育成研修なので、18 時間のカリキュラム時間数は妥当と思います。 

5 

指導的役割にある看護職は、認知症に関する研修や学習の機会を過去にも得ており、すでに相当
の認知症に関する知識・技術を習得していると考える。また、現⾏カリキュラムの時間数は、指導的
役割にある看護職が業務を離れ受講するには、業務上の負担もあるかと思われる。よって、「基本知
識」「対応⼒向上」については研修時間数を短縮し、「マネジメント」を中⼼にした時間配分にしてはど
うか。演習についても同様に短縮が好ましいと考える。 

6 
現在、感染症拡⼤防⽌のためオンラインで開催している。今後もしばらくはオンラインでの開催が想定
されるが、オンラインでの⻑時間の研修は、受講者の集中が切れてしまうこと等難しさがある。そのた
め、現状を踏まえるとカリキュラムとしての標準時間も、もう少し短くてもよいのではないかと感じる。 

7 現⾏のカリキュラムの内容を実施するためには、３⽇間の時間が必要である。 

8 
現在３⽇間で研修を実施しているが、３⽇間の実施というのは受講者にとっても運営にとっても負担
が⼤きい。２⽇間の研修で必要な要素を絞って開催できると良いと感じる。 

9 
ほぼカリキュラム通りに実施している。演習も含め適当。参加者の事後アンケートでも適当との意⾒が
ほとんどである。 

10 
受講者は看護管理者やそれに準ずる⽅、リーダー的⽴場の⽅が多く、基本知識、対応⼒向上、マネ
ジメントに関連する知識や実践をお持ちの⽅も多い。カリキュラム内容において重複している内容もあ
るため、研修時間数の短縮について検討が必要と考える。 

11 

現⾏カリキュラムでは組織の分析（SWOT）が事前課題として持参となっているが、分析⽅法がわか
らず、事前に準備できない受講⽣が多数あったため、現在事前に SWOT 分析のための集合研修
（半⽇）を令和４年度から追加している。３⽇間 18 時間の研修は負担があるのでカリキュラムを
⾒直し短縮することも必要だと思うが、⽇本看護協会が⾏っている２⽇間の DVD 研修とこの３⽇
間のリーダー研修の意義について再検討すべきだと思う。 

 

 

 

- 10 -



続いて、㋺実施上の課題については、「研修教材の補強・追加に関するもの」、「直近のコロナ禍における

オンライン実施に関するもの」、「講師・演習ファシリテーターの確保に関するもの」等の様々な課題が挙げら

れた。（記述回答から主なものを抜粋して掲載する） 

図表 2-5➁  ㋺研修実施上の課題 

1 演習が含まれているため参加者の⼈数制限があり、応募多数のため毎回選考が必要になる。 

2 

講師・受講⽣ともにオンライン開催としたが、研修内容は対⾯での研修を想定して作成していたた
め、演習でやりにくさを感じた受講⽣・ファシリテーターがいた。 
演習の多い研修であるが、オンラインの場合グループ内の進⾏が上⼿くいかず、討議がスムーズに進ま
ないグループがあったため、ファシリテーターのサポートが必須であった。 

3 
受講対象について、柔軟な募集とする必要性もあると考える。しかし、看護職⼀般ではマネジメント
編の SWOT 分析の経験者が少なく理解が難しいことが課題である。アンケートには、毎回理解が難
しいという意⾒を頂く。 

4 
情報更新がなされておらず、標準テキストの内容が古く使いづらい。講師が独⾃に資料を作成し、標
準テキスト内に差し込んだり、別途準備して実施している現状です。 

5 
確実に研修を実施するには、研修⽅法について検討する⽅が良いと思う。例えば e-ラーニングの導⼊
とか、講義部分はオンラインにして、演習のみ集合にするなど、弾⼒的な運営⽅法が望まれる。 

6 

演習（グループワーク）もオンラインで実施している。聞きやすさの都合上⼀⼈ずつの発⾔となるため、
グループワークをするのには⼗分な時間が必要になる。 
設定の時間内で⾏うため、１グループの⼈数を５名程度と少なくし、グループ数で調整しているが、そ
の結果グループ数が多くなるため各グループに配置するファシリテーターの調整が難しい。 

7 

・演習するために、認知症看護認定看護師資格のある演習助⾔者が多数必要であるため、毎年必
要⼈数の確保に苦慮している。 

・研修会に参加するためには、3 ⽇間の研修時間の他、移動時間が必要となり、特に看護管理者
は部署を⻑期間不在にして研修に参加するのは難しい状況である。コロナが落ち着いてもオンライン
で研修ができると全道各地の看護職が参加しやすい。 

8 

受講者の勤務する設置主体も規模も違うので、グループ編成が難しい。 
研修受講後に「看護職員認知症対応⼒向上研修⾃組織研修実施等報告書を提出することが義
務化されているが、今研修の伝達のみになっている。研修では⼈材育成の講義の後に指導案の作
成、⾃施設の現状を SWOT 分析し、研修企画書作成しているが、伝達講習の研修企画に反映さ
れていないことが多い。 

9 
オンライン開催でのグループワークの⽅法。受講者からグループ内で共有しづらいという意⾒がみられた。
ただ、オンライン開催については前向きな意⾒のほうが多い。 

10 

基本集合研修としているが、新型コロナウィルス感染状況により開催⽅法を検討している。令和３年
度は完全オンライン研修とし、演習も演習講師の協⼒のもと活発な意⾒交換ができた。しかし、受講
者の地域内での繋がり（今後の情報交換等）を考慮すると、演習部分は対⾯形式の⽅が望まし
いと考え、令和４年度は講義部分をオンライン、マネジメント編の演習のみ集合の予定である。 

11 

認知症ケア加算算定のため、受講⽣は多く出したい病院側と、この研修（指導的な役割を担う⼈
に限定する）に乖離があり、組織分析や指導案の⽴案が受講⽣の負担になっている。今は、時間
外に研修を開催することも困難で、実際に施設に戻って院内の研修を企画することが難しいので、院
内研修の計画⽴案ではなく、実践に役⽴つ事例検討会などを取り⼊れたほうが良いと思う。 
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  ⑸ カリキュラム⾒直しに向けた意⾒ 

本事業の柱である研修カリキュラム・教材の⾒直しに向け、⾃治体より広く意⾒を頂くことを⽬的に意⾒

を伺い、多くの記述回答を得た。 

カリキュラム内容・運営の両⾯より、「受講対象に応じたカリキュラム構成」、「オンライン実施への対応」な

どのご意⾒の他、「実践的な内容・具体例」、「現⾏教材の重複解消・情報の追加更新」、「倫理・権利

擁護等の新しい領域の充実」、「分析⼿法」、「DVD 教材の導⼊」といった具体的な教材⾒直しにかかる

ご意⾒も多く挙げられた。（記述回答から主なものを抜粋して掲載する） 

図表 2-6  カリキュラム⾒直しに向けた意⾒ 

1 

現在は、認知症看護認定看護師が主導で本研修を実施しており、テキストや内容も認定看護師が
独⾃に編集していただいています。認定看護師の所属する病院の事例なども多く取り扱っていただい
ており、より実践的な内容になっております。したがって新カリキュラムを検討するにあたっては、実践的
な事例を多く記載していただけるとよいのではないかと思います。 

2 

・個々の認知症の特徴・症状に対する、より実践的な対応⼒（アセスメント、看護⽅法・技術、院
内外連携⼿法）の習得や、適切なマネジメント体制の構築、⾃施設における看護職員への研修
までを⽬標としており、内容量が多く、３⽇間での到達⽬標が⾼すぎる。基礎編、対応⼒編、マネ
ジメント編それぞれに 3 ⽇間必要な内容に感じる。到達⽬標に合うカリキュラムと時間数の⾒直しが
必要と考える。 

・基本知識編と対応⼒向上編のスライドの重なりが多く、研修⽣から同じ内容ばかりという意⾒が挙
がり、重ならないようにスライドを修正した。教材改訂の際は、スライドの重複をなくす必要がある。ま
た、スライドだけでなく、動画なども作成していただけると、講義にメリハリがつきやすい 

・研修計画⽴案、教育技法などマネジメント編については⼤学教員や認定看護管理者が担当した
り、患者や家族を理解するため、家族会の⼈や認知症の⼈による講演の枠があっても良いと思う。 

・マネジメント編の⾃施設の分析では、施設によって SWOT 分析を取り⼊れていない所もあること、研
修⽣の中にはマネジメントを初めて⽬にする⽅も多く、説明に苦慮している。研修プログラムを、経験
年数や管理職向けにするなどの対応が必要と考える。研修後の⾃施設での研修実施率も低く、ど
こまでを研修参加者に求めるのかが課題である。 

3 

講師より、内容の重複が随所に⾒られスキップせざるを得ない状況があることをお聞きしています。 
重要な内容だからこそ随所に掲載されていると拝察いたしますが、もう少し整理していただけると有難
いです。また、テキストを前後してページをめくることも受講者にとっては難儀かと存じますので、順序の
検討をお願いしたいです。 

4 
講師要件を満たす DCN・CNS（⽼年）が少なく 18 時間研修の組み⽴てに苦慮している。疾患・
治療については医師でも可とされているが、看護視点ではなく合致しづらい。また、マネジメント、研修
計画（パートⅢ）の部分は、認定看護管理者等でも良いと要件を拡げていただきたいと考えます。 

5 

研修⽬的は「医療機関内等での認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制の構築」とある。認知
症の病態や認知症をもつ⼈への看護といった知識に関する研修は、他でも⾏っている。また、診療報
酬への加算の影響もあり、各施設でも認知症に関する研修へのスタッフの参加は導⼊当初に⽐べる
と格段に進んでいると思われる。本研修については、施設内で指導的役割にある看護職を対象とし
ているため、マネジメントに視点をおいたカリキュラムとして再構築してはどうか。 
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  （続き） 

6 

・意思決定⽀援、倫理的側⾯に関する内容は特に⼤切にされている分野であり、教材を増やしてほ
しい。（特に、看護職に求められる役割や具体的対応） 

・基本知識と対応⼒向上において内容が重なる項⽬がある。基礎知識は病状、対応⼒向上は看
護として、より分かりやすい資料となると良い。 

・認知症の定義の⾒直し（「回復不可能な形で」を削除） 
・地域連携の項⽬に、「地域を知り、⽣活者として捉えること」がテキストに追加されると良い。 
・進⾏に伴ったケアの視点が充実すると良い。 

7 

①基礎知識編と対応⼒向上編の「認知症」の重複が多い。またデータが古く、新しい情報が更新さ
れないままであるため、講師が独⾃に講義内容を追加している。新たな情報の更新、追加が必要。

②受講者より診療報酬についての情報を知りたいとの意⾒があり追加してもらっている。項⽬⽴てして
いただきたい。 

③分析に SWOT 分析を⽤いているが、活⽤したことのない⼈もいる。そのため初⽇にテキスト以外に
も講師に実際の事例で展開してもらい、講義してもらってから３⽇⽬に備えている。どの分析を⽤い
ても同様なことは起こりうるとは思うが、初めての⼈には困難感がある。 

④最終⽇の半⽇のグループ演習は参加者の満⾜感が⾼い。 

8 

・社会資源について項⽬を追加して欲しい 
・DVD 等動画教材の活⽤を検討して欲しい 
・マネジメントで、教育技能を習得する⽬標で演習（⾃施設の現状・⼈材育成計画の策定）は削
除していいと思う 

9 

認知症患者とその家族等に対する適切な看護が提供されるためには、看護管理者・リーダー的⽴場
の看護職、病院管理者が正しく理解し、スタッフ教育・施設管理することが⼤変重要と考えられる。
研修では、こうあるべきという基本を学ぶよりは、受講される⽅々が⽇々⾏っていること、⾃分⾃⾝の
看護を振り返り、気づきを得るような時間、提供体制、管理体制の課題や解決⽅法のヒントを得る
機会になることが必要ではないかと考える。 

10 

・診療報酬の改定に伴い、算定要件など変化している。教材の内容は、毎年担当医師と認定看護
師で検討し、補⾜資料を加えて指導してもらっている。研修の教材⾒直しは、もう少し短い期間
（診療報酬改定ごとなど）で⾏っていただきたい。 

・研修内容についても、SWOT 分析を経験していない参加者が多く、分析をすることが困難である。
もっと簡単な分析⽅法を取り⼊れてはどうか。資料に具体的なコミュニケーションや療養環境⽀援の
実践例、⽅法などを追加するとよい。 

・急性期病院での認知症ケアの場⾯での倫理⾯の検討や認知症者を擁護する視点で（せん妄や
抑制を含めた）グループワークができるとよい。 

・重複しているところが多いので整理していただきたい。 
・データを新しい物にしていただきたい。  

11 

・運営にあたり、教材やスライド等の提⽰があるのは参考にするが、実際担当する講師、演習担当者
がそれぞれの研究や実践に基づいた教材やスライド、DVD を活⽤されている。各⾃治体の特⾊と捉
えて柔軟な運営（プログラムの組み⽴て、多職種の講師等の組み⼊れ等）を望みます。 

・集合研修において受講者へ配慮した講義・演習の展開が困難な中、オンライン研修では、ますます
受講者の理解度を図れないため、カリキュラム内容をシンプルにする等⼯夫していただきたい。 

・研修のアウトカムについて、モデル⾃治体へ調査を⾏う等して⽅向性、指針をお⽰しいただきたい。 
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【研修内容⾯】 

  ⑴ カリキュラムについて（回答数 47） 

令和３年度における研修で現⾏の標準カリキュラムや教材の研修内容⾯の⼀部アレンジや⼯夫等の対

応があったか、については、まず、㋑研修時間数では、「標準カリキュラム通り」が 78.7%、㋺（内容の）時

間配分では、同 72.3%、㋩講義順では、同 68.1%を占めていた。約７〜８割の⾃治体で「標準カリキュラ

ム通り」の実施であった⼀⽅で、⼀定程度の割合で、「⼀部アレンジや⼯夫」も⾏われていた（㋑17.0%、

㋺25.5%、㋩29.8%）。 

また、内容⾯にかかる㋥講義内容では、「⼀部の編や項⽬についてアレンジや⼯夫」が 42.6%と最も多く、

㋥教材（スライド）では、同 48.9%となっており、教材については、標準教材通りの実施は３割未満にとど

まっていた。 

図表 2-7①  〔形式⾯〕カリキュラム・教材の⼀部アレンジや⼯夫 

㋑研修時間数 標準カリキュラム通り 37 78.7% 

⼀部アレンジや⼯夫 8 17.0% 

標準を元に独⾃実施 2 4.3% 

㋺時間配分 標準カリキュラム通り 34 72.3% 

⼀部アレンジや⼯夫 12 25.5% 

標準を元に独⾃実施 1 2.1% 

㋩講義順 標準カリキュラム通り 32 68.1% 

⼀部アレンジや⼯夫 14 29.8% 

標準を元に独⾃実施 1 2.1% 

図表 2-7➁  〔内容⾯〕カリキュラム・教材の⼀部アレンジや⼯夫 

㋥講義内容 標準カリキュラム通り 19 40.4% 

⼀部の編や項⽬についてアレンジや⼯夫 20 42.6% 

全ての編や項⽬についてアレンジや⼯夫 5 10.6% 

標準カリキュラムを元に独⾃の内容で実施 3 6.4% 

㋭教材（スライド） 標準カリキュラム通り 13 27.7% 

⼀部の編や項⽬についてアレンジや⼯夫 23 48.9% 

全ての編や項⽬についてアレンジや⼯夫 6 12.8% 

標準カリキュラムを元に独⾃の内容で実施 5 10.6% 
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㋥講義内容と㋭教材（スライド）にかかる「⼀部の編や項⽬についてアレンジや⼯夫」の具体的な内容

について、記述回答を得た。（記述回答から主なものを抜粋して掲載する） 

㋥講義内容については、「⾃治体の情報の追加」、「講師等の実践事例の追加」などがあった。 

図表 2-8①  ㋥講義内容の具体的な⼀部アレンジや⼯夫 

1 講師の病院での実際の事例を使うなどしている。 
2 認知症の中核症状の理解を深めるため、演習の回数を２回に増やした 

3 
教育カリキュラムの内容は全て含まれているが、講師の専⾨性、学習⽬標に応じて、教授の⽅法を
⼯夫いただいている。例えば、⾃治体の認知症⾼齢者の動向や医療提供体制の説明が加えられて
いたり、知識の定着を確認する意味で、確認テストが実施されるなどもある。 

4 

基礎知識編に関してはトピックス的内容を⼊れたり、医師のアレンジがある。 
「せん妄」「退院⽀援」の項⽬に関して、標準カリキュラムを基本として講師独⾃に作成している。 
「看護計画」は事例を独⾃に作成している。 
マネジメント編では標準カリキュラムを基本に、⾝体拘束や倫理調整について独⾃に講義している。 

5 
カリキュラムにはない認知症に関する政策や、⾃治体の現状、診療報酬に関することなどを講義内容
に追加した。 

6 
・事例を使ったグループワークの追加 
・認知症看護認定看護師が実践している事例の紹介 
・標準では解りにくい所は、追加で補⾜説明をしている 

7 

・基本知識では、当事者と家族のそれぞれを講師に、これまでの経験談などをお話いただく時間を設
けている。 

・マネジメント編の演習では、研修計画の⽴案ではなく、効果的なカンファレンスの実施⽅法や認知
症のアセスメント・スタッフへの指導⽅法等に関して事例をとおした演習を⾏っている。 

8 
事前に⾃施設の資源について認識を促すためのアンケートを実施した。最新情報と⽼年期の看護に
ついて追加した。 

9 

標準のスライドは削除せずに講師が重要と判断した内容を少し詳しく追加している。 
・認知症の⼊院中のケア、コミュニケーションの特徴、痛みの表情、意思決定⽀援について 
・向上編のアルツハイマー・レビーについて少し追加、暴⾔・暴⼒はどんな時にあらわれやすいか、対応の
仕⽅、⾝体拘束についてはガイドラインや解除基準など詳しくした。せん妄も起こりやすいのでせん妄
の時におきる変化や具体的な対応⽅法について追加 

・認知症に特有な倫理的課題と意思決定⽀援を追加。 
・マネジメントは昨年度アンケートから理解度が低かったので現状分析についてスライドを追加した。 

10 
マネジメント編の中に、⾃治体で取り組んでいる認知症ケアの向上のためのモデル事業のモデル病院
からの実践報告を取り⼊れた。 

11 標準教材を⽤いた講義に加え、認知症に関する最新の医療情報等について説明。 
12 新たな統計データや情報（治療薬、対応等）を追加、認知症加算を追加 
13 症例紹介、講師の施設での認知症ケアの活動 
14 講師の⾃施設の紹介や、講義内容が理解しやすいよう事例を追加した。 

15 
医師の担当する講義は、標準カリキュラム通りだが、認定看護師の担当する部分については、補⾜
資料を追加して、⼯夫している。 
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㋭教材については、「講師による補強部分のスライドの追加」、「分析・指導案などの独⾃資料の追加」

など、講義内容の補強に応じて教材の追加作成が⾏われていた。 

図表 2-8➁  ㋭教材の具体的な⼀部アレンジや⼯夫 

1 
認知症に関する⾃治体の現状や、看護師に求められることについて、内容を追加しているため、その
部分は独⾃ 

2 標準カリキュラムに沿いつつ、担当講師の作成したスライドを活⽤している。 
3 講師が事例を作成している 
4 テキストとは別に、講師が各々に作成した配布資料、スライドを活⽤している。 

5 

基礎知識編に関しては独⾃で作成 
「せん妄」「退院⽀援」の項⽬に関して、標準カリキュラムを基本として講師独⾃に作成している。 
マネジメント編の SWOT 分析、指導案の講義スライドはわかりやすく独⾃作成している（既存のもの
も配布） 
全てのスライドの⽂字量が多く配布資料としては適切だが、授業スライドとしては使いにくい。 

6 

・標準スライドで分かりにくい内容は、事例等を追加しながら、説明している 
・マネジメント編で使⽤する教材を具体的に分かるように作成している。また、県では、対応⼒向上研
修終了後のフォローアップ研修で、研修⽣による活動（伝達講習を含む）の実践報告会を開催し
ている。対応⼒向上研修を受講した研修⽣が、⾃施設に戻り、活動や伝達講習のイメージがつき
やすいよう、マネジメント編の最終⽇に、フォローアップ研修で発表した前年度の研修⽣の実践報告
の時間を設けるなど、⼯夫している 

7 
全ての項⽬で医師・認定看護師・⼤学教授がそれぞれの経験や知識を活かし、独⾃で事例・資料
を作成している。 

8 講師が最新の知⾒等を講義に組み込み、資料として配布している。 

9 
認知症施策推進⼤綱の説明、事例のスライドやケア内容の写真⼊りスライド、評価表などを追加
し、イメージしやすく、⾃施設に戻っても実践できるようにスライドに⼊れている。 

10 
事例検討は、講師より急性期と慢性期の事例を 1 事例ずつ、準備して開催しています。また、
SWOT 分析の実施にあたっては、事前課題として⾃施設の現状を受講者に情報収集してきていただ
き、受講に臨んでいただいています。 

11 
それぞれの講義については、講師の先⽣がそれぞれ具体例や経験を踏まえた内容で資料等を作成し
ています。 

12 最新の情報や講師の所属における実践例等を教材に加えていただいている。 
13 症例紹介、講師の施設での認知症ケアの活動 

14 
マネジメントの演習において、⾃施設の現状を検討する際に、受講者に事前課題として準備頂き、参
加頂くようにしている。 

15 講師の⾃施設の紹介や、講義内容が理解しやすいよう事例を追加した。 
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２. カリキュラム・教材改訂の検討経過 

2-1 カリキュラム改訂について 

○ 認知症対応⼒向上研修は、かかりつけ医認知症

対応⼒向上研修をはじめとする６つの職種（群）

を対象に平成 18 年度以降順次スタートし、都道府

県・指定都市において実施されている。▶① 

 

○ 看護職員認知症対応⼒向上研修は、平成 28

年度からスタートしているが、創設以降、カリキュラム

及び教材についての⾒直し検討が⾏われておらず、

認知症施策推進⼤綱を踏まえた施策の反映や直

近の⽼⼈保健健康増進等事業で実施された他の

研修のカリキュラム及び教材の改訂との整合性の観

点から、⾒直し・改訂の要請が⾼かった。 

 

○ 都道府県・指定都市における実施状況や課題を

把握した上で、また、診療報酬（認知症ケア加算

の算定基準に含まれる研修）との関係等の同研

修が置かれる状況なども踏まえて、カリキュラムの⾒

直しの検討、研修教材の改訂、それらにかかる関係

機関への周知を⽬的として検討が進められた。▶② 

 

○ 研修創設時には、⼀般病院等において「病院勤

務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修」の

修了者」と「認知症看護認定看護師」の間をつな

ぐ、いわゆる中間マネジメント層の充実を図ることが

研修⽬的の⼀つの柱でもあった。 

直近では、その継続する要請がある⼀⽅で、認

知症ケア加算のための研修が広く展開され、知識や

対応技術の向上を⽬的とする研修が多く存在して

おり、その状況下で、看護職員認知症対応⼒向上

研修の研修⽬的・受講対象（範囲）・研修時間等のあり⽅を含め、⾒直しが検討された。▶③ 

1 

2 

3 
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○ 第１回委員会では、先⽴って実施した都道府

県・指定都市からの情報収集の結果も参照した

（1. 都道府県・指定都市からの情報収集整理、

1-2 情報整理を参照）。募集や受講の範囲に関

する現状、研修時間や現⾏教材の活⽤状況、実

施・運営上の課題など、カリキュラム⾒直しの重要

な要素・材料とされた。▶④ 
 

 

○ カリキュラム⾒直しの⽅針として以下の４点（研修⽬的、受講対象、研修時間、カリキュラム構成）が確

認され、その⽅向性を基に、作業部会において具体的なカリキュラム改訂の検討、教材改訂の検討・作業

が⾏われた。▶⑤（各項⽬の※⾚字は、⽅針の具体的な補⾜内容） 

       【研修⽬的】     認知症の基本知識や実践的な対応⼒の習得と伝達による認知症ケア 
                      の適切な実施とマネジメント体制の構築（実施要綱を維持） 
       【受講対象】     指導的役割の看護職員（実施要綱を維持） 

       【研修時間】     18 時間程度を維持（実施要綱を維持） 

       【カリキュラム構成】  ①病態・疾患、②看護技術・対応⼒、③マネジメント の３編構成 
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○ カリキュラム⾒直しの⽅針に沿って、作業部会において具体的に検討されたカリキュラムの概要は⑥の通り

である。 

   全体を⼤きく３つのパートに分け、第１に認知症の基本的な医療の知識を集約（1-2 認知症の病態論）

し、後に続く実践的な対応⼒、体制構築等のパートの前提になるパートとした。また、研修全体の冒頭部分

として、研修の意義や修了者の役割などを整理する部分（1-1 意義と役割）も設けられた。さらに、従来

はほとんど触れられていなかった制度・施策等に関する情報（1-3 施策・社会資源等）を整理した。 

   第２に、研修の中⼼となる看護職員の具体的な対応について、対応の前提となる認知症・認知症の⼈

の理解を最初（2-1 認知症の⼈の理解）に置き、続いて、主に１対１の対患者対応の場⾯を想定した

基本的な看護技術等の実践（2-2 実践対応⼒Ⅰ）、院内チームや多職種連携による対応の場⾯を想

定した複合的な対応の実践（2-3 実践対応⼒Ⅱ）の３パートから構成した。また、実践対応⼒ⅠとⅡで

は、それぞれ演習（事例検討）を設定し、講義を補強する構成とした。 

   第３に、「指導的役割」の受講対象が、より具体的・実践的にマネジメントを習得できるよう、体制構築

や⼈材育成を“病棟”単位で捉え、病棟としての認知症ケアの取り組み（3-1 認知症ケア体制構築）と、

その体制構築に⽋かせない要素としての病棟看護スタッフ等の育成（3-2 スタッフ育成・教育）の２パート

を演習中⼼の内容で構成した。▶⑥ 

○ それぞれのパートへの時間配分は、従来のカリキュラムをベースとしつつ、概ね「１認知症に関する知識」に

180 分、「２認知症看護の実践対応⼒」に 450 分（うち、演習 120 分）、「３体制構築・⼈材育成」に

390 分（うち、演習 300 分）を⽬安とした。（従来の研修時間から▲60 分） 
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○ 各編の柱となる項⽬（⾒出し 1-1〜3-2）は前述の通りであるが、それぞれに含まれる主な内容について、

以下、編ごとに整理する。 

【認知症に関する知識 編】  

○ 1-1 意義と役割では、研修全体の

意義や研修の背景となる現状・課

題、また、病院や修了者の役割が主

な内容となる。 

○ 1-2 認知症の病態論では、実践的

対応の前提となる認知症の医学的

な知識として、原因疾患の特徴、認

知機能障害と BPSD、せん妄やうつ

などの鑑別を要する疾患、せん妄の

特徴、薬物療法・⾮薬物的対応、

若年性認知症、重度化予防が主な

内容となる。 

○ 1-3 施策・社会資源等では、認知症施策推進⼤綱等の施策、社会資源（⽀援の仕組み）の概要が

主な内容となる。▶⑦ 

【認知症看護の実践対応⼒ 編】 

○ 2-1 認知症の⼈の理解では、認知症の⼈の世界・⾏動の理解、パーソン・センタード・ケアの考え⽅を中⼼

とした看護の基本原則が主な内容となる。 

○ 2-2 実践対応⼒Ⅰでは、基本的な

対応として、アセスメント、認知機能

障害／BPSD への対応、⾝体管理・

症状経過を踏まえた対応、せん妄の

対応、退院後を視野に⼊れた対応

が主な内容となる。 

○ 2-3 実践対応⼒Ⅱでは、チーム対

応・連携場⾯として、チームケア、多

職種連携、倫理的課題や意思決定

⽀援、⾝体拘束の対応、介護者・

家族の⽀援、地域連携が主な内容

となる。▶⑧ 
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【体制構築・⼈材育成 編】 

○ 3-1 認知症ケア体制構築では、病

院・病棟全体で取り組み重要性、体

制構築に向けた具体的な取り組みを

講義により、それを受けた演習とし

て、⾃施設の課題整理と改善に向け

た⽅策が主な内容となる。 

○ 3-2 スタッフ育成・教育では、スタッ

フ育成の⽬標設定、研修の企画⽴

案・研修実施のポイント、効果測定

とフォローアップを講義により、それを

受けた演習として、研修の企画⽴案と研修評価・フォローアップの検討が主内容となる。▶⑨ 

 

○ カリキュラム改訂の全体像（新旧対照）は以下の通りである。   

   従来の基本知識・対応⼒向上の各編から、内容重複等の課題を踏まえ、医療に関する知識を「認知症

に関する知識」編に、看護等の対応を「認知症看護の実践対応⼒」編（2-1、2-2 を中⼼）に再配置・整

理、また、マネジメント編の講義部分を「認知症看護の実践対応⼒」編（2-3）に⼀部移動した上で、「体

制構築・⼈材育成」編を演習中⼼のパートに再編する全体像となった。▶⑩ 
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2-2 教材改訂について 

⑴ 講義スライドの改訂の⼯程（作業部会） 

○ カリキュラム改訂の枠組み（ねらいと到達⽬標、主な内容）が概ね固まった段階で、それらを構成する具

体的な教材（講義スライド等）の改訂作業

が⾏われた。教材改訂、具体的には講義スラ

イドの新規作成、削除、修正、順序⼊替など

について、作業部会の委員の分担（６パー

ト）により⾏った。▶⑪ 

○ 作業部会は合計４回実施、概ね次のよう

な⼯程で進められた。 

❶カリキュラム改訂⽅針の確認 

➋各パートの⼤よその内容とその流れの共有 

❸講義スライド作成過程の共有・意⾒交換 

❹全体確認 

○ 講義スライドの検討・加除修正作業においては、他の認知症対応⼒向上研修の教材を利活⽤するとと

もに、説明内容や⽤いる基準・考え⽅等にも可能な限り配慮し、整合性を担保した。 

 

○ これまで導⼊のなかった動画教材について、

以下の３編を組み⼊れた。▶⑫ 

  ❶本⼈の声を聴いてみる 

他の認知症対応⼒向上研修でも挿⼊さ

れている認知症の本⼈のインタビュー動画 

   （認知症に関する知識編）     

  ➋認知症の⼈の体験世界 

    ⼊院している認知症の⼈が感じる世界を

様々な場⾯で映像化した動画 

   （認知症看護の実践対応⼒編：2-1 認知症の⼈の理解） 

  ❸認知症の⼈の⽇常⽣活・社会⽣活における意思決定⽀援ガイドライン 組み込み型研修 

    平成 30 年に策定された同ガイドラインの概要を紹介・説明する研修動画で、他の認知症対応⼒向上

研修でも視聴が推奨されているもの 

   （認知症看護の実践対応⼒編：2-3 実践対応⼒Ⅱ） 
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○ 研修時間・講義スライドは、教材改訂の前後で以下のように増減した。▶⑬ 

   １ 認知症に関する知識編 ： 研修時間 ±０分 ／ 講義スライド＋53 枚 

   ２ 認知症看護の実践対応⼒編 ： 研修時間 ▲30 分 ／ 講義スライド＋28 枚  

   ３ 体制構築・⼈材育成編 ： 研修時間 ▲30 分 ／ 講義スライド ▲５枚 

○ カリキュラム改訂検討における研

修時間の効率化の要請と研修

内容充実の要請がある中での教

材改訂作業の結果として、数字

上は相反する印象はあるが、これ

まで⾃治体等において講義スライ

ドが追加されていた点等にも鑑み

れば、各パートに必要な教材が時

間配分に応じて整備されたものと

考える。 
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⑵ 講義スライドの構成 

○ 各編を構成する（含まれる）講義スライド・挿⼊動画について、主な内容（項⽬）ごとの枚数配分等の

概況と具体的なスライドタイトル⼀覧を整理する。 

    【スライドタイトル⼀覧の表中右端の「出所」欄の凡例は以下の通り】 

新 新規作成されたスライド 

かかりつけ医 
かかりつけ医認知症対応⼒向上研修からの流⽤※ 

  ※既に⻭科医師・薬剤師認知症対応⼒向上研修等と共有されて
いるスライドも含まれる 

病院勤務 病院勤務の医療従事者向け認知症対応⼒向上研修から流⽤ 
病院以外 病院勤務以外の看護師等認知症対応⼒向上研修から流⽤ 
旧看護 従来の看護職員認知症対応⼒向上研修から流⽤ 

 

 

   【認知症に関する知識 編】 
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（主な内容） （スライドタイトル） 出所

30分 ①意義と役割 18
1 認知症施策推進⼤綱の概要 かかりつけ医

2 研修の意義と修了者の役割 新

3 本研修のカリキュラム構成 新

4 ねらいと到達⽬標 新

5 動画① 本⼈の声を聴いてみる  【５分】 病院勤務

6 本研修が必要とされる背景 病院勤務

7 ⼀般病院に⼊院する認知症の⼈に起こっていること 病院勤務

8 ⼊院中のケアの問題 病院勤務

9 ⼊院環境に伴う困難 新

10 ⾝体症状に関する困難 新

11 社会関係に関する困難 新

12 精神機能に関する困難 新

13 認知症の⼈からみた⼊院環境と治療やケア 病院勤務

14 認知症医療介護連携の課題 新

15 ⼀般病院に求められる認知症対応における役割 新

16 病院全体として求められる認知症対応の取り組み 新

17 具体的な対応⽅針 新

18 研修の意義と修了者の役割（再掲） 新

  研修の⽬的・意義

  ⼀般病院等での認知症の
  現状と課題

  病院及び看護師の役割

❶認知症に関する知識  （180分）
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120分 ②認知症の病態論 74
19 認知症の概念 かかりつけ医

20 認知症⾼齢者数の推移 かかりつけ医

21 認知症の原因疾患 かかりつけ医

22 認知症の診断 かかりつけ医

23 主な認知症疾患の特徴 病院以外

24 アルツハイマー型認知症の診断 かかりつけ医

25 アルツハイマー病とアルツハイマー型認知症 かかりつけ医

26 アルツハイマー型認知症の⾃然経過 新

27 アルツハイマー型認知症の初期に多い症状 かかりつけ医

28 ⾎管性認知症の診断 かかりつけ医

29 脳⾎管障害と認知症の関係 かかりつけ医

30 ⾎管性認知症の症状と経過 新

31 ⾎管性認知症の初期に多い症状 かかりつけ医

32 レビー⼩体型認知症（DLB）の臨床症状 かかりつけ医

33 レビー⼩体型認知症の多彩な症状 新

34 レビー⼩体型認知症の⾃然経過 新

35 レビー⼩体型認知症の初期に多い症状 かかりつけ医

36 前頭側頭型認知症（FTLD）の概念 かかりつけ医

37 ⾏動障害型前頭側頭型認知症の⾃然経過 新

38 前頭側頭葉変性症の初期に多い症状 かかりつけ医

39 認知症の症状 かかりつけ医

40 変性疾患の場合の認知症の経過と医療需要度 かかりつけ医

41 認知機能の障害 かかりつけ医

42 記憶障害 新

43 記憶の分類 新

44 実⾏機能障害（遂⾏機能障害） 新

45 視空間認知障害 新

46 ⾒当識障害 新

47 注意障害 新

48 社会的認知及び判断の障害 新

49 失語症 新

50 精神運動速度の遅延 新

51 認知症の症状と要因・誘因 かかりつけ医

52 BPSDの４つの要因 かかりつけ医

53 認知症のBPSDと具体的な症状の例 新

54 各認知症の頻度の⾼いBPSD 新

ⓑ認知機能障害とBPSD

ⓐ認知症の原因疾患の特徴
  ・病態
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55 認知症で評価すべきこと 新

56 認知症診断のフローチャート かかりつけ医

57 認知症と鑑別すべき状態や疾患 かかりつけ医

58 年齢層相応のもの忘れとMCI、認知症の違い かかりつけ医

59 軽度認知障害（MCI） 新

60 MCIの診断基準と分類、背景病理 新

61 MCIと認知症におけるADL 新

62 せん妄 かかりつけ医

63 せん妄の特徴 かかりつけ医

64 うつと認知症に伴うアパシーの差異 かかりつけ医

65 うつ病の症状 新

66 うつ病を疑うコツ 新

67 認知機能低下を誘発しやすい主な薬剤 かかりつけ医

68 薬剤による認知機能の低下 かかりつけ医

69 アルコール関連障害（精神・神経の疾患） かかりつけ医

70 治療により改善が⾒込める認知症 かかりつけ医

71 認知症診療で注意すべき⾝体疾患 かかりつけ医

72 せん妄の分類と頻度、鑑別すべき疾患・病態 かかりつけ医

73 せん妄の種類 新

74 せん妄の発症 かかりつけ医

75 せん妄の原因 新

76 せん妄を誘発するおそれのある代表的な薬剤 かかりつけ医

77 せん妄の臨床的特徴 かかりつけ医

78 せん妄に⽤いられるスケール 新

79 認知症のマネジメント（トータルケア） かかりつけ医

80 変性疾患の場合の認知症の経過と医療 新

81 認知症の⾮薬物的介⼊ かかりつけ医

82 認知症の⾮薬物療法 かかりつけ医

83 臨床症状の経過と薬物療法の効果 かかりつけ医

84 認知症治療薬の薬理学的な差異 かかりつけ医

85 認知症治療薬の副作⽤ かかりつけ医

86 BPSDへの対応 かかりつけ医

87 BPSDの薬物療法を開始する際の確認要件 新

88 BPSDの薬物療法開始前後のチェックポイント かかりつけ医

89 睡眠障害への対応 新

90 若年性認知症 新

91 若年性認知症の症状の特徴 新

ⓖ認知症の重度化予防 92 認知症の予防の考え⽅ かかりつけ医

ⓒ認知症と鑑別すべき他の疾患

ⓓせん妄の特徴や症状

ⓔ認知症の薬物療法と⾮薬物
   的対応

ⓕ若年性認知症の特徴
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30分 ③施策・社会資源等 21
93 認知症施策推進⼤綱の概要（再掲） かかりつけ医

94 認知症の本⼈の視点を重視したアプローチ かかりつけ医

95 本⼈重視の主な施策 新

96 診断後の早い段階からの⽀援 かかりつけ医

97 地域包括ケアシステム かかりつけ医

98 多職種連携 かかりつけ医

99 認知症の⼈への⽀援体制 かかりつけ医

100 認知症の⼈を⽀える様々な仕組み 病院以外

101 認知症ケアパス かかりつけ医

102 介護サービスの利⽤の⼿続き かかりつけ医

103 介護保険サービス かかりつけ医

104 地域包括⽀援センター かかりつけ医

105 認知症初期集中⽀援チーム かかりつけ医

106 認知症疾患医療センター かかりつけ医

107 認知症サポート医 かかりつけ医

108 認知症カフェ・ピア活動 かかりつけ医

109 意思決定⽀援ガイドライン かかりつけ医

110 adavance care planning かかりつけ医

111 ⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業と成年後⾒制度 かかりつけ医

112 ⾼齢者虐待 かかりつけ医

113 道路交通法の改正後の流れ 新

  認知症を取り巻く施策
 （認知症施策推進⼤綱等）
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   【認知症看護の実践対応⼒ 編】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 29 -



（主な内容） （スライドタイトル） 出所

50分 2-1）認知症の⼈の理解 39
1 動画② 認知症の⼈の体験世界 【６分】 病院勤務

2 病院における認知症の⼈の療養環境 新

3 病院で治療中であることがわからない 新

4 ⼼理的⾃⼰防衛 新

5 認知症に対する私たちの偏⾒ 新

6 適切な⽀援が不安の軽減や安⼼した⽣活につながる 新

7 認知症の⼈が⾝体治療を受ける際の課題 新

8 認知症の⾏動・⼼理症状（BPSD）には理由がある 新

9 認知症の⼈に維持される機能 新

10 五感を使って良い感情を引き出すケア 新

11 パーソン・センタード・ケアとは 新

12 よい状態にもなるし、よくない状態にもなる 新

13 ⼼理的ニーズ 新

14 実践するときに⼤変有効な３つのステップ 新

15 STEP① 思いを聞く 新

16 認知症⾼齢者の想いを聞き、考える 新

17 STEP② 情報を集める 新

18 脳の障害 新

19 記憶の障害 新

20 認知症の⼈は⾃分の記憶の障害を理解している 新

21 実⾏機能障害 新

22 ⾝体の健康状態 新

23 ⽣活歴 新

24 性格傾向 新

25 社会⼼理 新

26 STEP➂ ニーズを⾒つける 新

27 個⼈の価値を低める⾏為（PD） 新

28 個⼈の価値を⾼める⾏為（PE） 新

29 退院予定の場⾯ 新

30 「⾃分でトイレに⾏きたい」 新

31 「家に帰りたい」 新

32 よい状態にもなるし、よくない状態にもなる（再掲） 新

33 認知症の⼈のコミュニケーションに起こりやすい障害 新

34 認知症の⼈のコミュニケーション能⼒ 新

35 ファーストコンタクトが重要 新

36 コミュニケーションをケアプランに組み⼊れる 新

37 治療・ケアの困難な状況の原因を考える 新

38 ⼼理的ニーズを満たすケアの実践 新

39 実践対応⼒の講義にあたって 新

①認知症の⼈の⾏動等の理解

②認知症の⼈に対する看護の
   基本原則
 （パーソン・センタード・ケア）

③認知症の⼈とのコミュニケー
   ションの基本

❷認知症看護の実践対応力 （450分）
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130分 2-2）実践対応⼒Ⅰ 83
1 認知症ケアの基本 病院勤務

2 アセスメントに必要な情報 新

3 アセスメント 新

4 ⼊院時の確認事項 病院勤務

5 ⼊院後に認知症が疑われる場⾯ 病院勤務

6 認知機能のアセスメント 新

7 ⽣活への⽀障を確認する（IADL） 旧看護

8 ⾝の回りのことができるか確認する（ADL） 旧看護

9 記憶障害への対応 旧看護

10 実⾏機能障害への対応① 旧看護

11 実⾏機能障害への対応② 旧看護

12 視空間認知障害への対応 旧看護

13 注意障害への対応① 新

14 注意障害への対応② 新

15 アルツハイマー型認知症の対応 かかりつけ医

16 ⾎管性認知症の対応 かかりつけ医

17 レビー⼩体型認知症の対応 かかりつけ医

18 前頭側頭葉変性症の対応 かかりつけ医

19 認知症の⼈の訴えとその真意を考える① 新

20 認知症の⼈の訴えとその真意を考える➁ 新

21 認知症の症状と環境との関係 新

22 BPSDの予防 新

23 BPSD予防（環境整備）の具体例① 新

24 BPSD予防（環境整備）の具体例➁ 新

25 BPSD対応の基本① 病院勤務

26 BPSD対応の基本② 病院勤務

27 BPSD対応の基本➂ 病院勤務

28 認知症における睡眠障害の特徴 新

29 睡眠障害への対応 旧看護

30 焦燥への対応 旧看護

31 妄想への対応 旧看護

32 抑うつへの対応 旧看護

33 歩き回り（徘徊）のパターン 新

34 歩き回り（徘徊）への対応 旧看護

35 攻撃性の背景となる因⼦ 新

36 暴⾔・暴⼒への対応 旧看護

37 ケア拒否への対応 新

①アセスメントのポイント

②認知機能障害への対応

③BPSDの要因・症状と対応
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38 認知症の⼈の⾝体管理・症状経過を踏まえた対応 新

39 睡眠・休息の⽀援① 新

40 睡眠・休息の⽀援➁ 新

41 覚醒・活動の⽀援 新

42 摂⾷困難の３分類と具体例 新

43 摂⾷・栄養（⾷事）に関する注意点 病院勤務

44 ⾷事の⽀援 新

45 認知症の認知機能障害と排せつ 新

46 排せつの⽀援① 新

47 排せつの⽀援➁ 新

48 ⾝⽀度の⽀援 新

49 痛みや痒み、違和感の表し⽅・伝え⽅ 病院勤務

50 痛みに気づくサイン 病院勤務

51 ⽇本語版アビー痛み尺度 新

52 その他の苦痛について 旧看護

53 ⼼理的苦痛への配慮 旧看護

54 認知症の認知機能障害における転倒リスク 新

55 ⾼齢者の転倒の要因 新

56 認知症の⼈の転倒の特徴 新

57 転倒を引き起こす危険な⾏動 新

58 転倒・転落への対応① 病院勤務

59 転倒・転落への対応② 新

60 安全な⾏動への誘導 新

61 ルート抜去がある場合の対応 新

62 拒薬への対応 新

63 安静保持が困難な場合の対応 新

64 せん妄発症により⽣じる問題 新

65 せん妄の発症を予防する 旧看護

66 せん妄対応の流れ 新

67 リスク評価：準備因⼦の確認 旧看護

68 予防的対応：誘発因⼦の除去 旧看護

69 誘発因⼦の除去  具体例① 新

70 誘発因⼦の除去  具体例② 新

71 せん妄発症後の対応の原則 病院勤務

72 安全確保 旧看護

73 家族への対応 旧看護

④⾝体管理・症状経過を
   踏まえた対応

⑤せん妄への対応
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74 退院⽀援で求められる看護師の視点 新

75 患者・家族の意思確認 新

76 退院⽀援のための情報収集 新

77 もてる⼒を活⽤するための情報収集 新

78 ⼊院関連機能障害を最⼩限にする 新

79 早期退院に向けた⽇常⽣活⽀援のポイント① 新

80 早期退院に向けた⽇常⽣活⽀援のポイント② 新

81 早期退院に向けた⽇常⽣活⽀援のポイント➂ 新

82 早期退院に向けた⽇常⽣活⽀援のポイント④ 新

83 認知症患者のための看護サマリー 新

（60分） 84 BPSD対応（事例と経過） 新

85 question 新

86 解説ⓐ-1 新

87 解説ⓐ-2 新

88 せん妄対応（事例） 新

89 せん妄対応（経過） 新

90 question 新

91 解説ⓑ-1 新

92 解説ⓑ-2 新

93 解説ⓑ-3 新

【演習】
BPSD・せん妄への対応の事例検討
（要因の検討とケアについて）

⑥退院⽀援
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150分 2-3）実践対応⼒Ⅱ 65
 1 認知症におけるチームケア 新

2 看護がチームとなって取り組むことの意義 旧看護

3 院内の多職種連携の構築 旧看護

4 院内連携における各職種の役割 病院勤務

5 多職種チームにおける看護の専⾨性 旧看護

6 情報を共有する 旧看護

7 情報共有に向けた取り組み 旧看護

8 ⽅針の決定やアセスメント 旧看護

9 コンサルテーション体制の整備 旧看護

10 標準的な対応⼿順・マニュアルの共有① 新

11 標準的な対応⼿順・マニュアルの共有➁ 新

12 連携における問題と対処 新

13 認知症ケアと倫理 新

14 ケアの場⾯において 新

15 臨床場⾯において 新

16 ⽇常的に倫理的判断が求められる 新

17 認知症ケアにおいて倫理的問題が起こりやすい背景 新

18 倫理的ジレンマ・課題への対応 新

19 認知症ケアに特有な倫理的課題① 新

20 認知症ケアに特有な倫理的課題➁ 新

21 尊厳を保持するケア 新

22 認知症の意思決定に関わる問題 新

23 意思決定⽀援の基本原則 新

24 認知症の⼈の意思決定⽀援ガイドライン 病院勤務

25 動画③  ガイドライン組み込み型研修  【17分】 病院勤務

26 ⽣活⽀援としての意思決定⽀援 病院勤務

27 意思決定⽀援のプロセス 病院勤務

28 認知症の⼈の意思決定⽀援の要点 新

29 意思をどうキャッチするか ー⽣活の中における意思ー 新

30 意思決定に影響する要因  コミュニケーションの特徴 新

31 認知症の⼈の意思を尊重するための⽀援 新

32 ⽇常⽣活の中での意思の尊重の積み重ねが〜 新

33 ⾼齢者虐待の背景 新

34 虐待の予防に向けた⽀援 新

①病棟等におけるチームケアの
   意義

②多職種連携

③倫理的課題と意思決定⽀援・
   権利擁護
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35 ⾝体拘束にあたる項⽬ 病院勤務

36 ⾝体拘束の実施の理由 新

37 ⾝体拘束がもたらす弊害 新

38 インシデントに対する恐れと倫理的ジレンマ 新

39 ⾝体拘束は認知症の⼈を守れるか 新

40 ⾝体拘束に対する倫理的問題 新

41 認知症の⼈の尊厳を守る「安全な治療」の実践のために 新

42 ⾝体拘束の三原則 新

43 やむを得ない場合の例外的対応 新

44 ⾝体拘束予防ガイドライン 新

45 ⾝体拘束の回避・軽減に向けた検討のプロセス 新

46 ⾝体拘束の代替案の検討のポイント 新

47 やむを得ず⾝体拘束を判断し実施する際の留意点 新

48 ⾝体拘束最⼩化に向けた取り組み例 新

49 ⾝体拘束最⼩化に向けた取り組み例（続き） 新

50 認知症の⼈を介護する家族の苦悩 新

51 認知症の⼈の家族の⼼理的な変化 かかりつけ医

52 介護者の状況を知る かかりつけ医

53 ケアチームの⼀員としての家族 新

54 家族への⽀援 新

55 ⼊退院⽀援と地域連携 新

56 認知症の⼈の⼊院医療における問題 新

57 地域連携（院外の多職種連携）の意義 新

58 地域連携における多職種の役割 かかりつけ医

59 ⼊院時カンファレンスで確認・検討すべき内容・課題 病院勤務

60 多職種連携は⼊院の前にも、後にも 病院勤務

61 退院時カンファレンスで確認・検討すべき内容・課題 病院勤務

62 認知症の症状の評価や今後の⾒通しと対応 新

63 退院後の医療体制や⾝体疾患の治療の継続 新

64 地域包括ケアシステム かかりつけ医

65 地域から期待される役割 新

（60分） 66 事例 新

67 事例（続き） 新

68 question 新

69 解説 新

70 解説（続き） 新

⑤家族（介護者）の⽀援

⑥社会資源と地域連携

 
【演習】
⾝体拘束への対応の事例検討
（チーム・連携による対応）

④⾝体拘束の原則等
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   【体制構築・⼈材育成 編】 
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（主な内容） （スライドタイトル） 出所

45分 3-1）認知症ケア体制構築 25
1 病院・病棟で取り組む重要性  病院の理念・⽬標の影響 新

2 ⼀般病院の現状 新

3 病院全体で認知症医療・ケアの推進 新

4 倫理的感受性の⾼い組織づくり 新

5 体制に応じた認知症ケア体制構築の取組 新

6 院内における体制 新

7 地域内における連携① 旧看護

8 地域内における連携① 新

9 看護管理者（部署のリーダー）の影響① 新

10 看護管理者（部署のリーダー）の影響➁ 新

11 チームメンバーの役割 新

12 病院の理念からみた認知症医療・看護 新

13 認知症ケアの改善に向けた部署（病棟）単位での取組 新

14 ⽬標設定と取組の強化 新

15 柔軟に⼈材活⽤できる仕組み作り 新

16 ⼊院初期の認知機能障害の判断と対応 新

17 スタッフの対応⼒を⾒極め、柔軟なケアにつなげる 新

18 認知症ケアへのスタッフの意欲を低下させない 新

19 認知症ケアに関する知識の実践への応⽤ 新

20 必要な治療が確実に遂⾏できるよう計画的に⽀援 新

21 治療に関わる専⾨職連携の⼯夫 新

22 定期的な評価 新

23 ⼀般医療機関における体制整備の指針① 旧看護

24 ⼀般医療機関における体制整備の指針➁ 旧看護

25 講義者の病院での取り組みを紹介 新

（150分） 26 【事前課題】 病院・病棟の課題 新

27 演習の⽬標 新

28 演習の進め⽅ 新

29 課題の分析 新

30 病院・病棟（部署）の課題① 新

31 病院・病棟（部署）の課題➁ 新

32 解決策の検討❶ 新

33 解決策の検討❷ 新

34 解決策の検討➌ 新

35 まとめ 新

❸体制構築・人材育成  （390分）

①病院・病棟全体で取り組む
   重要性

②体制構築に向けた取り組み

【演習】  ⾃施設の課題整理と
    改善に向けた⽅策
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45分 3-2）スタッフ育成・教育 35
1 認知症に関する基本的な教育研修 旧看護

2 病院看護管理者（トップマネジャー）への期待① 旧看護

3 病院看護管理者（トップマネジャー）への期待② 旧看護

4 認知症ケアを系統⽴てて学ぶ⽅策を検討 旧看護

5 スタッフのレディネスやモチベーションの分析 旧看護

6 課題、⽬標の設定 旧看護

7 ⽅法の選択 旧看護

8 院内研修の⼀例 旧看護

9 研修の企画⽴案① 新

10 研修の企画⽴案② 新

11 指導案とは 旧看護

12 指導案作成の流れ 旧看護

13 教材に関する⽅略（学習者観） 旧看護

14 スタッフの認知症ケアを学ぶための動機付け 新

15 教材に関する⽅略（教材観①） 旧看護

16 教材に関する⽅略（教材観②） 旧看護

17 教材に関する⽅略（指導観） 旧看護

18 指導⽬標 旧看護

19 指導内容の抽出、教える順序 旧看護

20 指導計画を作成する 新

21 指導計画の作成 旧看護

22 研修の企画・実施のポイント 旧看護

23 研修内容を検討する上での視点 旧看護

24 研修の企画（施設内研修①） 旧看護

25 研修の企画（施設内研修②） 旧看護

26 研修の企画（施設外研修①） 旧看護

27 研修の企画（施設外研修②） 旧看護

28 講師・ファシリテーターの確保、育成 新

29 研修の効果測定 新

30 研修結果の評価 旧看護

31 研修受講者（修了者）の役割の設定 新

32 期待される成果 新

33 カンファレンスやミーティングでの⼯夫 新

34 受講後のフォローアップ 新

35 継続学習の中期的な⼯程表 新

（150分） 36 【演習１】 演習の進め⽅（研修企画書） 新

37 演習の進め⽅（ワークシートの進め⽅） 新

38 【演習２】 演習の進め⽅（受講後のフォローアップ） 新

39 演習の進め⽅（ワークシートの進め⽅） 新

①スタッフ育成の⽬標設定

②研修の企画⽴案・研修実施
   のポイント

➂研修の効果測定と受講後の
   フォローアップ

【演習】  研修の企画⽴案と研修
    評価・フォローアップの検討
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Ⅲ  改訂教材                                                                       

 

○ 全ての改訂教材（講義スライド）について、縮⼩版で整理する。 

   ※１ページ８枚レイアウト 

   ※次ページ以降のスライド順序は上段左→同右→次段左→同右の順で配置） 

 
１  認知症に関する知識 編  40 
  ① 意義と役割  （40）   
  ② 認知症の病態論  （42）   
  ③ 施策・社会資源等  （52）   

２  認知症看護の実践対応⼒ 編  56 
 2-1  認知症の⼈の理解 56  

  ① 認知症の⼈の⾏動等の理解  （56）   
  ② 認知症の⼈に対する看護の基本原則（パーソン・センタード・ケア）（57）   
  ③ 認知症の⼈とのコミュニケーションの基本  （60）   
 2-2  実践対応⼒Ⅰ 62  

  ① アセスメントのポイント  （62）   
  ② 認知機能障害への対応  （63）   
  ③ BPSD の要因・症状と対応  （64）   
  ④ ⾝体管理・症状経過を踏まえた対応  （67）   
  ⑤ せん妄への対応  （70）   
  ⑥ 退院⽀援  （71）   
 2-3  実践対応⼒Ⅱ 75  

  ① 病棟等におけるチームケアの意義  （75）   
  ② 多職種連携  （75）   
  ③ 倫理的課題と意思決定⽀援・権利擁護  （76）   
  ④ ⾝体拘束の原則等  （79）   
  ⑤ 家族（介護者）の⽀援  （81）   
  ⑥ 社会資源と地域連携  （82）   

3  体制構築・⼈材育成 編  85 
 3-1  認知症ケア体制構築 85  

  ① 病院・病棟全体で取り組む重要性  （85）   
  ② 体制構築に向けた取り組み  （86）   
 3-2  スタッフ育成・教育 90  

  ① スタッフ育成の⽬標設定  （90）   
  ② 研修の企画⽴案・研修実施のポイント  （91）   
  ③ 研修の効果測定と受講後のフォローアップ  （93）   
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Ⅳ 研修実施方法に関する対応 （動画教材等の収録）                                    

❶カリキュラム・教材の改訂にかかる説明動画の作成 

○ 研修教材（講義スライド・解説）および動画教材の編集作業が終了した段階で、研修講師および実施

主体である都道府県・指定都市の担当者向けのカリキュラム・教材の改訂にかかる説明・情報提供を⽬的

として、改訂教材説明動画を収録し DVD として配布した。 

 

○ 改訂カリキュラム・教材が⽰された後、都

道府県・指定都市において具体的な研

修の企画・内容検討が⾏われるにあたっ

て、従来カリキュラム・教材からの変更点と

ともに、教材現物のみでは伝わり難い、改

訂の趣旨や新教材の全体構成、その他、

研修の進め⽅や動画教材の取り扱い等

についても説明する内容とした。 

 

 

○ 教材説明 DVD 収録の主な内容は以下の通りである。 

   ①実施時期   2023年 3⽉ 21⽇（⽕） 13:00〜 
   ②形式       会議室での収録形式   （於︓航空会館会議室） 
   ➂収録時間   40分  
   ➃内容（概要） 

   所要時間 主な内容 

1 
 

カリキュラム・教材改訂の趣旨、 
検討過程等にかかる説明 25 分 

○カリキュラム・教材改訂の背景・検討経過 
○改訂の趣旨と新教材の全体構成 
○研修の進め⽅と教材の取り扱い  など 

2 改訂教材の概要 

15 分 

○改訂の全体像 

１ 認知症に関する知識 ○研修テキスト（冊⼦）の構成 
○主な講義スライドの紹介と説明 
○講義スライド解説⽂の位置付け 
○演習の進⾏に関する説明（進⾏ガイド） 

２ 認知症看護の実践対応⼒ 

３ 体制構築・⼈材育成 
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❷ 「認知症に関する知識」編の講義にかかる動画教材化の対応 

○ 全 17 時間の研修について、オンライン等を利⽤した柔軟な実施⽅法への対応、受講及び運営の効率

化・負担軽減、また、研修内容の均質化等の観点から、改訂の過程において⼀部講義の動画教材化が

検討され、全３編から構成されるカリキュラムのうち、「１認知症に関する知識」編の講義 180 分について、

動画教材として提供するため、全編を収録し DVD として配布した。 

 

○ 講義部分の⼀部動画教材化（提供）

にあたっては、⼀⻫視聴以外の事前学習

や受講後の振り返り視聴等の利活⽤が

期待される⼀⽅、看護職員認知症対応

⼒向上研修が診療報酬（認知症ケア加

算）の算定基準の研修と位置付けられる

観点から、研修実施主体において視聴

（受講）履歴の管理等の⼗分な留意が

必要である点が運⽤上の課題とされた。 

 

○ 教材説明 DVD 収録の主な内容は以下の通りである。 

   ①実施時期   2023年 3⽉ 18⽇（⼟） 12:00〜 
   ②形式       会議室での収録形式   （於︓航空会館） 
   ➂収録時間   180分  
   ➃内容（概要） 

   所要時間 主な内容 

1 意義と役割  おおむね 
30 分 

● 研修の⽬的・意義 
● ⼀般病院等での認知症の現状と課題、 
● 病院及び看護師の役割 

2 認知症の病態論  おおむね 
120 分  

ⓐ 認知症の原因疾患の特徴・病態 
ⓑ 認知機能障害と BPSD 

ⓒ 認知症と鑑別すべき他の疾患 
ⓓ せん妄の特徴や症状 
ⓔ 認知症の薬物療法・⾮薬物的対応 
ⓕ 若年性認知症の特徴 
ⓖ 認知症の重度化予防 

3 施策・社会資源等  おおむね 
30 分  

● 認知症を取り巻く施策 
（認知症施策推進⼤綱、認知症の⼈を⽀える仕組み等）
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❸成果物の構成について 

  ㋑ 研修テキスト 

○ 研修テキストは、他の認知症対応⼒向上研修と同様に、A4 サイズの冊⼦にした場合、左ページに講義ス

ライド２枚、右ページに対応する解説⽂が配置されるよう整理した PDF ファイルとして作成した。 

   なお、研修カリキュラムの編

構成の単位で、第１分冊〜

第３分冊に分割して編集し、

それぞれにカリキュラムの主な

内容の項⽬に準じた全体⽬

次を編集した。 

 

○ 研修テキストの⾒開きページ

のサンプル（右）、各分冊の

表紙（左下）、共通の全体

⽬次（右下）について⽰す。 
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  ㋺ DVD の構成 

○ 研修テキスト（PDF）、講義スライド（パワーポイントファイル）、改訂説明動画、講義動画（認知症に

関する知識編）は、それぞれ２枚の DVD に格納して、都道府県・指定都市の所管部署宛に２セットを

提供した。事業で実施した情報収集では、多くの⾃治体において地域の関係団体等に委託する形態で実

施されていた点を踏まえ、委託先機関にも提供できるよう対応した。 

○ 各 DISC の格納ファイルは以下の通りである。 

 〉〉 看護職員認知症対応⼒向上研修テキスト（PDF） 
       第１分冊   認知症に関する知識 編 
       第２分冊   認知症看護の実践対応⼒ 編 
       第３分冊   体制構築・⼈材育成 編 

〉〉 講義⽤スライド（パワーポイントファイル） 
       １   認知症に関する知識 編 
       2-1 （認知症看護の実践対応⼒ 編）認知症の⼈の理解 
       2-2 （認知症看護の実践対応⼒ 編）実践対応⼒Ⅰ 
       2-3 （認知症看護の実践対応⼒ 編）実践対応⼒Ⅱ 
       ３   体制構築・⼈材育成 編 

 

 

 

 

 

 

〉〉 カリキュラム・教材の改訂説明動画    40 分 
     （研修講師・⾃治体担当者向けの「教材改訂の趣旨や教材の 

構成・内容等」に関する説明動画） 

〉〉 認知症に関する知識 編 （講義動画）  180 分 
       chapter１  ①意義と役割 
       chapter２  ②認知症の病態論：前半（ⓐ〜ⓑ） 
       chapter３  ②認知症の病態論：後半（ⓒ〜ⓖ） 
       chapter４  ③施策・社会資源等 

 

○ DVD（２枚組）の外装ケ

ースは他の認知症対応⼒向

上研修教材とデザインを合わ

せ、都道府県・指定都市での

管理等に資するものとした。 
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Ⅴ まとめと考察                                                                    

１ 教材改訂のプロセスと継続的なフォローの必要性 

○ 本年度事業において対象とした看護職員認知症対応⼒向上研修は、平成 28 年度の創設以来、カ

リキュラム及び教材の⾒直しが⾏われておらず、近年の医学的な最新情報、施策動向をはじめ、受講対

象となる看護職員や⼊院する認知症の⼈やその家族等介護者を取り巻く社会環境の変化についても

⼗分に踏まえられていない状況にあった。 

○ それに対して、本研修の実施主体である都道府県・指定都市及び委託先団体、講師・ファシリテーター

による企画・検討、研修実施において、コンテンツ及び教材の加除修正等の多くの負担や⼯夫によって実

施されていたと考えられる。 

○ そのような課題が把握される中で、まずは、本研修の実施状況について、実施主体である都道府県・

指定都市を対象に情報提供の依頼（アンケート調査）を実施した。研修の実施形式や受講対象など

の過去３年間の状況とともに、研修内容⾯・運営⾯の両⾯から、多くの情報・意⾒が得られた。 

○ 研修実施の実態としては、受講対象の範囲（看護師⻑等の役職者に限らず、病棟リーダーや⼀般看

護職員の受講も⼀定の割合で存在する等）、実施形態（コロナ禍の時期を経て、オンラインによる実施

の割合が増加傾向にある等）、講義内容及び教材（⼀部の編・項⽬についてアレンジや⼯夫を実施し

ている割合が過半数にある等）の状況が把握できた。 

○ 研修への意⾒では、（内容⾯）到達⽬標に合うカリキュラム・時間数の⾒直し、マネジメントに重点を

置いた再構築、DVD や動画を活⽤した教材、実践事例の紹介等の意⾒、（運営⾯）研修時間につ

いての受講・実施の負担軽減、ファシリテーターの確保・調整、オンライン実施への対応等があった。 

○ カリキュラム改訂にあたっては、それらの実態や意⾒を踏まえて、研修⽬的、受講対象、教材改訂の⽅

向性について順に検討していった。また、同時に、本研修の実施環境、具体的には、㋐他の認知症対応

⼒向上研修との関係、㋑診療報酬（認知症ケア加算）の算定基準である点などについても考慮した。 

○ 教材改訂では、講義・演習にわたり全体を通じた流れ、具体的には、１認知症に関する知識編には、

２認知症看護の実践対応⼒編の講義・演習の前提となる医学的知識を整理・構成する、また、知識

編（１）・実践対応⼒編（２）は、３体制構築・⼈材育成編の演習をより効果的なものとする前提

となるような講義内容とする等の点を意識した。 

○ カリキュラム改訂・教材改訂は、上記の課題把握、検討の⼯程で実施したが、改訂カリキュラム・教材

による研修実施状況（受講者・講師等からの評価や意⾒）はもちろんのこと、認知症医療・介護全般

の動向や変化、また、他の認知症対応⼒向上研修との関係を含めて継続的なフォローアップが重要であ

ると考える。（次回改訂の参考とするだけでなく、順次の⾒直し、運営⾯にかかる情報提供など） 
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２ 研修の実施⽅法や効率化、研修講義の均質化への対応 

○ 看護職員認知症対応⼒向上研修は、講義・演習を合わせて合計 1,020 分（17 時間・３⽇間、改

訂前は 1,080 分）であり、他の認知症対応⼒向上研修に⽐して重厚なカリキュラムとなっている。その点

で、研修創設時から受講側（派遣する医療機関を含む）・研修実施側の双⽅にとって負担感の⼤き

い研修と⾔える。（都道府県・指定都市からの情報収集においても同様の意⾒が多数⾒られた） 

○ この現状に鑑み、今回のカリキュラム及び教材改訂においては、オンライン等の研修実施⽅法への対応、

研修実施の効率化、研修講義の均質化等が検討テーマとなった。 

○ 研修時間については、上記の通りに短縮に向かう考え⽅がある⼀⽅で、①研修⽬的、ねらいと到達⽬

標の内容に鑑み、必要⼗分なコンテンツとするために⼀定の時間数が必要、➁認知症ケア加算の算定

基準となる研修の要件（⼀定の内容を含む９時間以上の研修）をクリアする必要との要請があった。 

○ 作業部会においては、研修内容の充実と負担軽減の両⾯から検討を重ね、研修時間としては１時間

減（1,080 分から 1,020 分）にとどまり、⼤幅な短縮とはならなかったものの、教材の充実や⼯夫によっ

て、これまでの実施主体におけるカリキュラム及び教材の追加・修正の負担解消、動画教材※の活⽤等、

研修実施の効率化（負担軽減）を図れるものとした。 

○ 事業では、カリキュラム及び教材改訂とともに、研修の実施⽅法に関する対応についても検討された。

対応としては、⼤きく２点、㋐カリキュラム・教材改訂にかかる⾃治体・講師向け説明動画の作成、㋑

「認知症に関する知識編（180 分）」を全編収録した動画教材（※にあたるもの）の提供を⾏った。 

○ ㋐については、カリキュラム改訂の経緯やねらい、また、それに沿って⾏われた改訂教材の構成や取り扱

いについて、都道府県・指定都市の研修担当者及び講師・ファシリテーター向けに教材改訂の趣旨や過

程、主な内容と研修実施のポイント等を説明するものとした。 

○ ㋑については、オンライン実施等の実施⽅法への対応とともに、研修講義の均質化にも資するものであ

り、さらに、⼀定期間を設けた事前視聴や個⼈視聴による振り返り等、様々な活⽤等も考えられる。 

   もっとも、本研修が上記の通り、診療報酬算定基準に含まれる研修である観点からは、「９時間以上

の研修」の⼀部としての受講歴の管理対応（例えば、⼀⻫配信による受講の場合に限定、講義内容に

関する確認テスト等の実施やレポート提出等）について、実施主体において⼗分な留意が必要となる。 

○ 今後のカリキュラム・教材の改訂においては、内容⾯の充実とともに、研修の実施⽅法、実施・運営の

効率化、研修内容の均質化等の観点からの検討・⾒直しが重要と考える。 

前述の通り、⼀部講義について動画教材を提供したが、その活⽤状況や効果等についてフォローすると

ともに、資材そのものの⼯夫、運⽤に関するルールの設定、講師・ファシリテーターへの⽀援（講習等）、

研修実施・評価マニュアルの整備等、研修運営に関する⽀援についても検討が必要であろう。 
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３ 修了者による病院・地域への研修還元（実践）や病院としての取り組みの重要性 

○ カリキュラム改訂の検討においては、研修⽬的である ①基本知識や実践的な対応⼒の習得、に並び、

➁認知症ケアの適切な実施とマネジメント体制の構築 が挙げられている点に鑑み、３ 体制構築・⼈材

育成編（3-1 認知症ケアにかかる体制構築・3-2 スタッフ育成・教育）を充実させる点が確認された。

受講対象に「将来的に指導的役割を担う場合」や「病棟におけるリーダー的位置付けにある場合」などを

含めて運⽤されている点からも、それらに対する充実した内容とすることが⽬指された。 

○ ３ 体制構築・⼈材育成編においては、以下の点について改訂教材での⼿当があり、看護職員認知

症対応⼒向上研修の企画⽴案にあたって、同編の演習の構成の検討において利活⽤いただければと考

える。 

    ▶ 特定の分析⼿法ではなく、広く⾃施設課題の把握・分析から改善策を検討いただく構成 

    ▶ 事前課題の設定やワークシート（案）の提供 

    ▶ 演習ファシリテーター⽤の進⾏のヒントの提⽰ 

    ▶ 講師やファシリテーター、過去の修了者による実践事例の提供を促す構成 

    ▶ ⼀定期間後のフォローアップ等も含めた演習内容の充実 

   もっとも、これらは演習の充実化の観点から⼀定の材料や考え⽅の提⽰にとどまるため、都道府県・指

定都市における企画⽴案では、これまでの実施⽅法や経験を踏まえた形で、また、段階的に、など、実情

に応じて対応いただければと考える。 

○ 修了者には、指導的役割の背景となる⾃⾝の基本知識や実践的な対応⼒の習得・向上に合わせて、

体制構築や⼈材育成の講義・演習を通じて、研修内容を所属病院や地域に還元していくことが期待さ

れる。具体的には、病院における認知症ケア体制の構築や充実、認知症対応⼒に関する看護職員向

け・病院医療従者向けの研修実施を通じた⼈材育成、さらには、地域連携の場⾯（地域の中の⼀般

病院等の役割・活動等）などにおいて実践していただきたいと考える。 

○ 修了者の所属する医療機関には、教材各所でも触れられているように、「認知症対応⼒の向上には病

院全体としての取り組みが不可⽋」であるとの考え⽅のもと、修了者による院内還元の⽀援、具体的に

は、認知症ケア体制の構築や研修実施等の⼈材育成について、修了者を中⼼とする組織的な取り組

みを⽀援する、また、継続的な研修派遣によって修了者を複数体制にするなど、病院全体の取り組みと

しての意識変容につながることが期待される。 
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４ 認知症対応⼒向上研修修了者による連携・⽀援体制のあり⽅ 

○ 看護職員認知症対応⼒向上研修をはじめ、「かかりつけ医」、「病院勤務の医療従事者」、「⻭科医

師」、「薬剤師」、「病院以外の看護師等」に対する認知症対応⼒向上研修が展開されている。（認知

症地域医療⽀援事業実施要綱には、この他、認知症サポート医養成研修もある） 

○ それぞれの研修ごとに各職種に応じた知識や技術等の対応⼒の向上を中⼼とする研修の⽬的、修了

者の役割等が設定されており、⼀義的には、⽬的や役割に応じた到達⽬標が達せられることが重要であ

ることは⾔うまでもない。 

○ もっとも、「連携」・「地域における役割」等のコンテンツを含む同じ研修体系において「認知症対応⼒」に

かかる研修受講をした修了者には、地域における共通の課題に向き合う医療従事者として、相互連携・

相互⽀援等の体制を構築していくことが望まれる。 

○ 令和２年度より、順次、カリキュラム及び教材改訂が進められた各認知症対応⼒向上研修では、可

能な部分は同⼀の教材を⽤いる等の⼯夫もあり、修了後の活動（研修内容の還元）においても、効

果的な連携等が期待されている。 

○ 今後も、認知症対応⼒向上研修のあり⽅、修了者へのフォローアップ・⽀援のあり⽅などが横断的に

検討されると同時に、都道府県・指定都市においても、効果的・効率的な研修実施とともに、修了者へ

の継続的な学習機会の提供・活動の⽀援など多⾯的なバックアップを通じて、修了者を核とした地域に

おける認知症対応⼒の向上の取り組みが継続されることが重要と考える。 
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［資料編］                                                                         

   都道府県・指定都市  情報収集シート （【運営実施⾯】／【研修内容⾯】） 
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１ 実施状況（令和元年度〜令和３年度の状況をご記⼊ください）

㋑研修実施回数         実施 ➡ 回         実施 ➡ 回         実施 ➡ 回
（いずれか１つを選択）         中⽌         中⽌         中⽌

➡㋑で 「実施」と回答した場合

㋺募集定員 ⼈ ⼈ ⼈

計 ⼈ 計 ⼈ 計 ⼈

 看護師⻑・副看護師⻑ ⼈ ⼈ ⼈

 主任・リーダー ⼈ ⼈ ⼈

 その他 （看護職⼀般、他職種など） ⼈ ⼈ ⼈
その他➡ その他➡ その他➡

  精神科病院 ⼈ ⼈ ⼈

  診療所 ※職位問わず ⼈ ⼈ ⼈

  介護⽼⼈保健施設等 ※職位問わず ⼈ ⼈ ⼈

  その他 ⼈ ⼈ ⼈

⼈

    ◎上記で「いた」場合、受講の取り扱いはどうしていますか。      （いずれか１つを選択）

⽋席扱い ⼀部修了の扱い※1 受講時間数に応じて修了扱い※2      その他

㋩修了者数 ※ ⼀般病院の職位ごとの内訳⼈数は、各年度において把握できている数の回答で結構です
※ ⼈数での回答が難しい場合は、おおよその⽐率（○割、✕✕％など）での回答でも結構です

    「その他」とした場合、
    具体的な内容を記⼊
    してください

⼀
般
病
院

 ◎ 本年度の⽼⼈保健健康増進等事業では、看護職員認知症対応⼒向上研修のカリキュラム・教材の⾒直しに関する
     検討を⾏います。同研修の実施状況等を踏まえた検討を⾏うため、貴⾃治体における 研修の実施状況、受講者の
     募集等の 『運営実施⾯』 について、情報提供をお願いします。
 ◎ これまでの厚労省への実施報告と重複する項⽬も含まれるかもしれませんが、直近の状況を把握するため、ご負担を
     お掛けしますが、ご対応の程 宜しくお願い致します。

看護職員認知症対応力向上研修の実施等に関する情報提供のお願い

令和元年度 令和２年度 令和３年度

     令和３年度実施の研修受講者について、以下 ご回答ください。

いなかった いた   ➡

   ➡ ※1 ⼀部修了の場合の未受講部分について、また、※2 修了扱いとする基準・⽬安について、など、
       具体的な取り扱いをご記⼊ください。

例：※1   未受講部分は、次年度研修時に受講すれば修了扱い
    ：※2   認知症ケア加算の算定基準となる部分を含む10時間以上の出席ならば修了扱い   など

※職位問わず

    ◎やむを得ない事情等で研修の途中から⽋席など、全⽇程を受講できなかった受講者はいましたか。
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㋥実施形態 （集合／オンラインなど、リストから選択）

講義
その他➡ その他➡ その他➡

演習
その他➡ その他➡ その他➡

２ 運営主体
㋑直営（都道府県等実施）／委託の別 （いずれか１つを選択）

直営（都道府県等で実施） 委託（団体等に委託して実施） ⼀部委託等

➡ ㋑で「委託」を選択した場合
㋺ 委託先 （いずれか１つを選択）

県看護協会      認知症疾患医療センター   ⼤学等教育機関   その他

➡

３ 募集状況（受講対象）
㋑募集の職位（範囲） （あてはまるもの全てを選択）

看護師⻑ 副看護師⻑ 主任（リーダー）クラス     看護職員⼀般       その他
➡

㋺受講者の職位 （あてはまるもの全てを選択）

看護師⻑ 副看護師⻑ 主任（リーダー）クラス     看護職員⼀般       その他
➡

㋩実施要綱にある 「指導者的役割」の範囲について、柔軟な募集・受講がある場合、その理由等を記⼊してください 

    ➡

     「その他」とした場合、具体的な
     内容を記⼊してください

 ➡ 令和３年度 についてご記⼊ください（R3年度に実施していない場合は直近の実施年度）

         「その他」の場合、具体的な
         職位等を記⼊してください

         「その他」の場合、具体的な
         委託機関等を記⼊してください

例：講義内容の検討や講師選定を委託、募集や当⽇運営は⾃治体
       会場⼿配、教材準備以外について委託        など              「⼀部委託等」の場合、具体的な

              委託内容・分担を記⼊してください
➡

     「その他」とした場合、具体的な
     内容を記⼊してください

例：募集は「看護師⻑、副看護師⻑」を原則としたが、定員に満たなければ、主任クラスや看護職員⼀般も受講可としている。
       研修の内容として、今後 指導者的役割を担っていくような職位にも受講してもらいたかったから。    など

         「その他」の場合、具体的な
         職位等を記⼊してください

       認知症地域医療⽀援事業実施要綱より抜粋
          第6  看護職員認知症対応⼒向上研修
          （3）研修対象者     各都道府県及び指定都市管内で勤務する指導的役割の看護職員とする。

令和元年度 令和２年度 令和３年度
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４ 研修実施にあたってのご意⾒・課題
㋑研修時間数（現⾏カリキュラム 1,080分；18時間）に関してご意⾒があれば ご記⼊ください。

    ➡

㋺その他、研修実施にあたっての課題について⾃由にご記⼊ください。

    ➡

５ 看護職員認知症対応⼒向上研修のカリキュラム⾒直しに向けてのご意⾒

    ➡

【回答者情報】

 ⾃治体ご担当者様
   本事業において、研修カリキュラムや教材⾒直しにあたって、追って、本シート以外の詳しい情報をヒアリング
   させて頂くことを検討しています。その節には改めて連絡させて頂きますので ご対応の程お願い申し上げます。

kango104@ham-ken.com
※下記のアドレスをクリックするとメールが⽴ち上がります。ファイルは⾃動添付されませんので、ご注意下さい。

項⽬は以上です。回答ご協⼒をありがとうございました。

⾃治体名 ご担当部署

○看護職員認知症対応⼒向上研修の実施状況に関する情報提供についてご協⼒をありがとうございました。
○令和４年度の⽼⼈保健健康増進等事業では、同研修のカリキュラムの⾒直し・教材改訂等が検討されます。
○カリキュラム⾒直しや教材改訂にあたって ご意⾒等がありましたら下記にご記⼊ください。
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１ 研修⽇程について（令和３年度、または 直近に実施された研修の状況をご記⼊ください）
    標準カリキュラム 18時間（1,080分）をどのような⽇程で実施しましたか

㋑⽇数・時間数 ⽇間 計 分

㋺時間配分   １⽇⽬（ ⽉ ⽇） 講義 分 演習 分

  ２⽇⽬（ ⽉ ⽇） 講義 分 演習 分

  ３⽇⽬（ ⽉ ⽇） 講義 分 演習 分

２ カリキュラムについて
    標準カリキュラムや教材について、アレンジ※や⼯夫等がありましたか

【形式⾯】

㋑研修時間数 標準カリキュラム通り ⼀部アレンジや⼯夫  標準を元に独⾃実施

   ➡

㋺時間配分 標準カリキュラム通り ⼀部アレンジや⼯夫  標準を元に独⾃実施

   ➡

㋩講義順 標準カリキュラム通り ⼀部アレンジや⼯夫  標準を元に独⾃実施

   ➡

【内容⾯】

㋥講義内容   標準カリキュラム通り

 ⼀部の編や項⽬についてアレンジや⼯夫（他は標準カリキュラム通り）   ➡下(記述)へ

  それぞれの（全ての）編や項⽬について⼀部アレンジや⼯夫    ➡下(記述)へ

  標準カリキュラムを元に独⾃の内容で実施    ➡下(記述)へ

   ➡

㋭教材（スライド）   標準カリキュラム通り

 ⼀部の編や項⽬についてアレンジや⼯夫（他は標準カリキュラム通り）   ➡下(記述)へ

  それぞれの（全ての）編や項⽬について⼀部アレンジや⼯夫    ➡下(記述)へ

  標準カリキュラムを元に独⾃の内容で実施    ➡下(記述)へ

   ➡

 ○ 研修の運営・カリキュラム等に関する 『研修内容⾯』 について、情報提供をお願いします。
 ○ 数値回答欄の⽇付や時間(分)数は、おおよその数値で結構です。選択肢は最も近いものを選んでください。

看護職員認知症対応力向上研修の実施等に関する情報提供のお願い

「⼀部アレンジ」や「独⾃」の場合、
具体的な内容を簡単に記⼊

「⼀部アレンジ」や「独⾃」の場合、
具体的な内容を簡単に記⼊

「⼀部アレンジ」や「独⾃」の場合、
具体的な内容を簡単に記⼊

「⼀部アレンジ」や「独⾃」の場合、
具体的な内容を簡単に記⼊

         ※ アレンジ とは、標準カリキュラムの内容を基本としつつ、講師との調整で最新情報の単元を追加したり、講義順を⼊れ
              替えたりすることなどを指します。具体的な程度は問いません。

「⼀部アレンジ」や「独⾃」の場合、
具体的な内容を簡単に記⼊
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㋬標準カリキュラムの内容について、課題や意⾒を⾃由に記⼊してください     

３ 講師・ファシリテーターについて
    実施した研修の講師および演習のファシリテーターの配置はどのようなものでしたか

   Ⅰ  基本知識編 講義  ⼈     医師 ⽼⼈看護専⾨看護師
    認知症看護認定看護師 ⼤学等教員
    その他 

   Ⅱ  対応⼒向上編 講義  ⼈     医師 ⽼⼈看護専⾨看護師
    認知症看護認定看護師 ⼤学等教員
    その他

演習  ⼈     医師 ⽼⼈看護専⾨看護師
    認知症看護認定看護師 ⼤学等教員
    その他

   Ⅲ  マネジメント編 講義  ⼈     医師 ⽼⼈看護専⾨看護師
    認知症看護認定看護師 ⼤学等教員
    その他

演習  ⼈     医師 ⽼⼈看護専⾨看護師
    認知症看護認定看護師 ⼤学等教員
    その他

  ※2  標準カリキュラムの区分や項⽬で回答しにくい場合

【回答者情報】

kango104@ham-ken.com
※下記のアドレスをクリックするとメールが⽴ち上がります。ファイルは⾃動添付されませんので、ご注意下さい。

団体・機関名 ご担当部署

⼈数 職種（複数回答）

    ※1  カリキュラム等をアレンジや⼯夫している場合でも、下記の標準カリキュラムの各編に相当する部分を担当
          された講師等の⼈数・職種としてお考えください
    ※2  実施された研修のカリキュラム構成が、下記の区分や項⽬等で回答しにくい場合は、最下段の記述枠に
          おおよその講師・ファシリテーターの配置等の状況を記⼊していただいても結構です （➡ 下へ）

項⽬は以上です。回答ご協⼒をありがとうございました。

例：講師らの協議で講義順などを組み替えているため、標準カリキュラムの区分での回答は難しい。全体で、医師と⼤学看護
      学部教授が講義を担当し、演習には認定看護師４⼈がファシリテーターとなった。

    ➡
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令和４年度老人保健事業推進費等補助金 

（老人保健健康増進等事業分）  

認知症対応力向上研修 
（看護職員認知症対応力向上研修事業） 

のカリキュラム及び実施方法に関する 
調査研究事業 

報告書 

合同会社  HAM 人・社会研究所 
https://ham-ken.com/wp/ 

令和５年３月 

禁無断転載 




